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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第９期より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

決算年月 平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月

売上高 （千円） ― ― ― ― 46,417,238

経常利益 （千円） ― ― ― ― 6,325,335

当期純利益 （千円） ― ― ― ― 3,666,701

純資産額 （千円） ― ― ― ― 15,023,659

総資産額 （千円） ― ― ― ― 38,271,671

１株当たり純資産額 （円） ― ― ― ― 20,762.94

１株当たり当期純利益 （円） ― ― ― ― 5,073.62

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

（円） ― ― ― ― 5,014.10

自己資本比率 （％） ― ― ― ― 39.2

自己資本利益率 （％） ― ― ― ― 24.4

株価収益率 （倍） ― ― ― ― 14.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー

（千円） ― ― ― ― 4,965,655

投資活動による 
キャッシュ・フロー

（千円） ― ― ― ― △11,631,751

財務活動による 
キャッシュ・フロー

（千円） ― ― ― ― 10,103,789

現金及び現金同等 
物の期末残高

（千円） ― ― ― ― 6,429,210

従業員数 （名） ― ― ― ― 1,093



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

決算年月 平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月

売上高 （千円） 5,275,165 11,444,285 21,830,109 33,962,742 45,833,152

経常利益 （千円） 467,076 1,447,992 3,501,551 5,153,363 6,857,124

当期純利益 （千円） 215,200 674,757 2,049,588 2,905,890 4,172,132

持分法を適用した場合の 
投資利益

（千円） ― ― ― ― ―

資本金 （千円） 478,500 2,937,350 2,949,350 2,949,350 2,949,350

発行済株式総数 （株） 6,920 23,946 722,700 722,700 722,700

純資産額 （千円） 1,293,579 6,886,037 8,959,626 11,865,516 15,676,299

総資産額 （千円） 5,254,526 14,250,816 17,185,764 19,212,598 32,340,682

１株当たり純資産額 （円） 186,933.51 287,565.25 12,397.44 16,418.32 21,691.30

１株当たり配当額 
（内、１株当たり 
中間配当額）

（円）

（円）

―

(―)

―

(―)

―

(―)

500

(―)

500

(―)

１株当たり当期純利益 （円） 31,098.31 31,634.21 2,839.56 4,020.88 5,772.98

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

（円） 30,616.07 30,920.98 2,802.82 3,973.26 5,705.26

自己資本比率 （％） 24.6 48.3 52.1 61.8 48.5

自己資本利益率 （％） 18.1 16.5 25.9 27.9 30.3

株価収益率 （倍） 33.8 66.7 42.3 46.0 12.6

配当性向 （％） ― ― ― 12.4 8.7

営業活動による 
キャッシュ・フロー

（千円） 794,169 2,155,267 4,737,243 4,277,841 ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー

（千円） △3,521,113 △4,453,709 △4,907,022 △3,427,322 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー

（千円） 2,453,740 7,163,785 △1,733,973 △1,795,066 ―

現金及び現金同等物 
の期末残高

（千円） 820,118 5,685,461 3,781,709 2,837,161 ―

従業員数 （名） 136 342 535 797 978



(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 持分法を適用した場合の投資利益については、第７期までは関連会社が存在しないため、また、第８期は関

連会社の重要性が乏しいため記載しておりません。 

３ 平成16年1月28日をもって、3,000株の有償一般募集増資を行っております。 

４ 平成15年12月8日開催の取締役会決議により、平成15年12月31日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載ま

たは記録された株主の所有株式数を、平成16年2月20日付をもって１株を３株に分割いたしました。これに

より株式数は13,898株増加しております。 

５ 平成16年4月12日開催の取締役会決議により、平成16年4月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載また

は記録された株主の所有株式数を、平成16年6月18日付をもって１株を３株に分割いたしました。これによ

り株式数は48,012株増加しております。 

６ 平成16年9月10日開催の取締役会決議により、平成16年9月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載また

は記録された株主の所有株式数を、平成16年11月19日付をもって１株を10株に分割いたしました。これによ

り株式数は650,187株増加しております。 

７ 第９期から連結財務諸表を作成しているため、第９期の「持分法を適用した場合の投資利益」「営業活動に

よるキャッシュ・フロー」「投資活動によるキャッシュ・フロー」「財務活動によるキャッシュ・フロー」

「現金及び現金同等物の期末残高」の記載を省略しております。 

  



２ 【沿革】 

平成10年10月 挙式・披露宴に関する企画、立案、演出等のサービス提供を目的として、株式会社

テイクアンドギヴ・ニーズを設立

ハウスウェディング事業を開始

レストラン「アンティコ ブッテロ」にて営業を開始

平成11年 5月 レストラン「寺子屋」にて営業を開始

平成11年12月 東京都港区南青山六丁目に本店移転

平成13年 6月 東京都渋谷区にて直営店「アーククラブ松濤」の営業を開始（直営店型ハウスウェ

ディング事業の展開を開始）

平成13年 8月 東京都目黒区にて直営店「アーカンジェル代官山」の営業を開始

平成13年12月 ナスダック・ジャパン市場（現ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」市

場）へ上場

平成14年 6月 東京都港区にて直営店「麻布迎賓館」の営業を開始

平成14年 9月 千葉県柏市にて直営店「アーセンティア迎賓館」の営業を開始

平成14年12月 東京都港区にて直営店「アーフェリーク白金」の営業を開始

平成15年 2月 栃木県宇都宮市にて直営店「アーカンジェル迎賓館」（宇都宮）の営業を開始

平成15年 3月 福岡県福岡市南区にて直営店「アーカンジェル迎賓館」（福岡）の営業を開始

直営店「アーククラブ松濤」契約期間満了により店舗閉鎖

平成15年 4月 愛知県名古屋市東区にて直営店「アーカンジェル迎賓館」（名古屋）の営業を開始

平成15年 6月 宮城県仙台市青葉区にて直営店「アーカンジェル迎賓館」（仙台）の営業を開始

平成15年 8月 福岡県福岡市博多区にて直営店「アーフェリーク迎賓館」（福岡）の営業を開始

平成15年10月 熊本県熊本市にて直営店「アーフェリーク迎賓館」（熊本）の営業を開始

平成15年11月 宮城県黒川郡富谷町にて直営店「アーセンティア迎賓館」（仙台）の営業を開始

平成15年12月 群馬県高崎市及び大阪府大阪市西区にて直営店「アーセンティア迎賓館」（高崎）

及び「アーセンティア迎賓館」（大阪）の営業を開始

平成16年 1月 茨城県水戸市にて直営店「アーククラブ迎賓館」（水戸）の営業を開始

平成16年 2月 広島県広島市西区にて直営店「アーククラブ迎賓館」（広島）の営業を開始

東京証券取引所市場第二部に株式上場

平成16年 3月 新潟県新潟市にて直営店「アーククラブ迎賓館」（新潟）の営業を開始

平成16年 4月 福島県郡山市にて直営店「アーククラブ迎賓館」（郡山）の営業を開始

平成16年 5月 兵庫県姫路市にて直営店「アーヴェリール迎賓館」（姫路）の営業を開始

平成16年 6月 愛知県名古屋市昭和区にて直営店「アーヴェリール迎賓館」（名古屋）の営業を開

始

平成16年 7月 富山県富山市及び石川県金沢市にて直営店「アーヴェリール迎賓館」（富山）及び

「アーククラブ迎賓館」（金沢）の営業を開始

平成16年 9月 埼玉県さいたま市浦和区及び神奈川県横浜市中区にて直営店「アーヴェリール迎賓

館」（大宮）及び「山手迎賓館」（横浜）の営業を開始

平成16年10月 神奈川県横浜市西区にて直営店「ベイサイド迎賓館」（横浜）の営業を開始

平成16年11月 東京都八王子市にて直営店「ヒルサイドクラブ迎賓館」（八王子）の営業を開始

平成16年12月 静岡県浜松市にて直営店「アーセンティア迎賓館」（浜松）の営業を開始

平成17年 1月 岡山県岡山市にて直営店「アーヴェリール迎賓館」（岡山）の営業を開始

平成17年 2月 兵庫県神戸市中央区にて直営店「ベイサイド迎賓館」（神戸）の営業を開始

平成17年 3月 兵庫県神戸市中央区にて直営店「山手迎賓館」（神戸）の営業を開始

平成17年 4月 大阪府大阪市中央区にて直営店「アーセンティア大使館」（大阪）の営業を開始

平成17年 5月 鹿児島県鹿児島市にて直営店「ベイサイド迎賓館」（鹿児島）の営業を開始

平成17年 6月 京都府京都市左京区にて直営店「北山迎賓館」（京都）の営業を開始

平成17年 7月 大阪府大阪市西区にて直営店「アーフェリーク迎賓館」（大阪）の営業を開始



 
  

株式会社総合生活（連結子会社）及び株式会社ライフエンジェル（連結子会社）を設立

株式会社テイクアンドギヴ・アーツ（連結子会社）株式を取得

平成17年 8月 埼玉県さいたま市大宮区にて直営店「ガーデンヒルズ迎賓館」（大宮）の営業を開

始

平成17年 9月 岐阜県岐阜市にて直営店「アーフェリーク迎賓館」（岐阜）の営業を開始

平成17年10月 大阪府高石市にて直営店「ベイサイドパーク迎賓館」（大阪）の営業を開始

平成17年11月 東京都渋谷区及び広島県福山市にて直営店「SHOTO GALLERY」及び「アーククラブ

迎賓館」（福山）の営業を開始

平成17年12月 福岡県北九州市小倉北区にて直営店「アーフェリーク迎賓館」（小倉）の営業を開

始

平成18年 1月 千葉県千葉市中央区にて直営店「ベイサイドパーク迎賓館」（千葉）の営業を開始

平成18年 2月 長崎県長崎市にて直営店「ベイサイド迎賓館」（長崎）の営業を開始

株式会社アニバーサリートラベル（連結子会社）を設立

平成18年 3月 東京証券取引所市場第一部に指定替え

長野県長野市にて直営店「ガーデンヒルズ迎賓館」（長野）の営業を開始

株式会社Ｔ＆Ｇ Ｂｅａｕｔｙ（連結子会社）を設立

平成18年 4月 大阪府大阪市中央区にて直営店「アクアガーデンテラス」（大阪）の営業を開始

平成18年 5月 愛媛県松山市にて直営店「ベイサイド迎賓館」（松山）の営業を開始

平成18年 6月 神奈川県横浜市港北区にて直営店「アクアテラス迎賓館」（新横浜）の営業を開始

平成18年 7月 静岡県沼津市にて直営店「アクアガーデン迎賓館」（沼津）の営業を開始

平成18年 8月 和歌山県和歌山市にて直営店「ベイサイド迎賓館」（和歌山）の営業を開始

北海道札幌市中央区にて直営店「ガーデンヒルズ迎賓館」（札幌）の営業を開始

平成18年 9月 三重県四日市市にて直営店「ガーデンクラブ迎賓館」（四日市）の営業を開始

株式会社パートナーエージェント（連結子会社）を設立

平成18年10月 滋賀県大津市にて直営店「アクアテラス迎賓館」（大津）の営業を開始

大分県大分市にて直営店「ガーデンヒルズ迎賓館」（大分）の営業を開始

平成18年11月 長野県松本市にて直営店「ガーデンヒルズ迎賓館」（松本）の営業を開始

平成18年12月 香川県高松市にて直営店「アーヴェリール迎賓館」（高松）の営業を開始

平成19年 1月 静岡県静岡市駿河区にて直営店「ベイサイド迎賓館」（静岡）の営業を開始

株式会社グッドラック・コーポレーションの第三者割当増資を引き受け連結子会社化

平成19年 2月 愛知県岡崎市にて直営店「アクアガーデン迎賓館」（岡崎）の営業を開始

静岡県静岡市駿河区にて直営店「アーセンティア迎賓館」（静岡）の営業を開始

平成19年 3月 神奈川県横浜市神奈川区にて直営店「コットンハーバークラブ」（横浜）の営業を

開始

北海道札幌市中央区にて直営店「ヒルサイドクラブ迎賓館」（札幌）の営業を開始



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社及び当社の連結子会社１３社で構成され、結婚及び結婚から派生する分野を中心

に下記の事業を展開しております。 

なお、当社グループにおける主事業は、国内における挙式披露宴事業の運営であり、１つの主要なセグ

メントの売上高等が全セグメントの90％超となっているため、事業の種類別セグメント情報を記載してお

りません。 

  

(1) 主な事業内容との関連 

  

 
  

事業部門の名称 主要サービス 事業主体

ウェディング事業部門

直営店におけるハウスウェディングの運営 当社

連結子会社提携レストランにおけるハウスウェディングの運営

その他
結婚準備等をサポートするインターネットメディアの制

作・運営、婚礼及び婚礼付帯商品に関わる融資等

当社 

連結子会社



(2) 事業系統図 

  
 

  

  (注) 上記事業を展開する各企業は下記のとおりであります。 

     ウェディング事業 ： 株式会社 テイクアンドギヴ・ニーズ（当社）、匿名組合 

     インターネットメディア事業 ： 株式会社 総合生活 

     金融事業 ： 株式会社 ライフエンジェル 

     旅行事業 ： 株式会社 アニバーサリートラベル 

     美容事業 ： 株式会社 Ｔ＆Ｇ Ｂｅａｕｔｙ 

     結婚情報サービス事業 ： 株式会社 パートナーエージェント 

     ギャラリー事業 ： 株式会社 テイクアンドギヴ・アーツ 

     リゾート挙式事業 ： 株式会社 グッドラック・コーポレーション 

                GOODLUCK INTERNATIONAL CORPORATION 

                GOODLUCK INTERNATIONAL BARI 

                ARLUIS WEDDING（GUAM） CORPORATION 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

名称 住所

資本金 

または 

出資金

主要な事業の内容

議決権

の所有

割合 

（％）

関係内容

（連結子会社）

株式会社 総合生活
東京都 

港区
10百万円

結婚準備及び生活を総合サ

ポートするインターネット

メディアの制作及び運営

100.0
役員の兼任 

4名

株式会社 ライフエンジェル
東京都 

港区
100百万円

婚礼及び婚礼付帯商品に関

わる融資
100.0

債務保証をし

ております。

役員の兼任 

4名

株式会社 テイクアンドギヴ・アー

ツ

東京都 

港区
10百万円 ギャラリー等の運営 100.0

役員兼任 

4名

株式会社 アニバーサリートラベル
東京都 

港区
100百万円

新婚旅行・記念旅行に特化

した旅行企画商品の販売
51.0

役員の兼任 

2名

株式会社 Ｔ＆Ｇ Ｂｅａｕｔｙ
東京都

港区
10百万円

リラクゼーション施設の運

営
51.0

役員の兼任 

4名

株式会社 パートナーエージェント 

(注)３

東京都 

港区
300百万円 結婚情報サービス事業 100.0

役員の兼任 

3名

株式会社 グッドラック・コーポレー

ション

東京都 

港区
215百万円

海外・国内リゾートにおけ

る結婚式の企画・運営
73.8

債務保証をし

ております。

役員の兼任 

3名

GOODLUCK INTERNATIONAL CORPORATION

米国 

ハワイ

州

110千 

USドル

海外リゾートにおける結婚

式の企画・運営

73.8 

（73.8）
―

GOODLUCK INTERNATIONAL BARI

インド

ネシア 

バリ島

1,309百万

インドネシ

アルピア

海外リゾートにおける結婚

式の企画・運営

73.8 

（73.8）
―

ARLUIS WEDDING(GUAM) CORPORATION

米国 

グアム 

準州

190千 

USドル

海外リゾートにおける結婚

式の企画・運営

73.8 

（73.8）
―

匿名組合 ＴＡＫＥ ＳＥＣＯＮＤ  

大阪 (注)２

東京都 

港区
206百万円 不動産の保有・管理 ―

当社が匿名 

組合出資

匿名組合 ＴＡＫＥ ＳＥＣＯＮＤ 

小倉 (注)２

東京都 

港区
207百万円 不動産の保有・管理 ―

当社が匿名 

組合出資

匿名組合 ＴＡＫＥ ＳＥＣＯＮＤ 

松山 (注)２

東京都 

港区
248百万円 不動産の保有・管理 ―

当社が匿名 

組合出資



(注) １ 「議決権の所有割合」欄の（内書）は間接所有であります。 

２ 議決権は所有しておりませんが、実質的な支配力を持っているため連結子会社としたものであります。 

３ 特定子会社であります。 

４ 有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はありません。 

  

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 平成19年 3月31日現在 

 
(注) 従業員数は、就業人員（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへ

の出向者を含む。）であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

 平成19年 3月31日現在 

 
(注) １ 従業員は就業人員であります。 

２ 平均年間給与には、賞与その他を含んでおります。 

３ 従業員数が平成18年3月31日時点に比べ181名増加しておりますが、主として業容拡大に伴う定期及び期中 

採用によるものであります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

事業部門の名称 従業員数（名）

ウェディング事業部門 978

その他 115

合計 1,093

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（ヶ月） 平均年間給与（千円）

978 28.1 19.6 4,410



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、企業収益の改善や設備投資の増加、引き続き好調な雇用情

勢等が個人消費を押し上げ、景気動向は順調に推移しました。 

当社グループが主事業を展開している挙式披露宴市場においては、晩婚化の影響もあり、第２次ベビ

ーブーム世代の婚姻期が継続することで引き続き活性化しております。株式会社リクルート「ゼクシィ 

結婚トレンド調査2006」（平成18年10月23日公表）によると、結婚に関わる費用及び挙式披露宴費用は

昨年と比較して全国的に増加傾向にあり、さらに、当社が提供しているハウスウェディングスタイルの

シェアも16％まで増加いたしました。 

このような状況のもとで、当社グループはウェディング事業を中心に顧客ニーズに合ったサービスの

提供に努め、業績拡大を行ってまいりました。 

具体的には売上高の90％以上を占めるウェディング事業において16店舗（22会場）の直営店の新規出

店及び直営店ならびに提携レストランの稼働が計画どおりに推移したことで、業績は好調に推移いたし

ました。 

以上の結果、当連結会計年度の売上高 は464億17百万円、営業利益は66億25百万円、経常利益は63億

25百万円、当期純利益は36億66百万円となりました。表記金額に消費税等は含まれておりません。な

お、当連結会計年度は連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較分析は行っておりませ

ん。（以下、「(2) キャッシュ・フローの状況」において同じ。） 

  

また、当連結会計年度の事業部門別の業績は次のとおりであります。 
  

 
  

事業部門の名称 売上高（百万円） 構成比（％）

ウェディング事業部門 45,833 98.7 

その他 584 1.3 

合計 46,417 100.0 



当社グループは、「総合生活カンパニー」を目指して事業を推進していくにあたり、平成22年3月期

において「連結売上高739億円、連結経常利益80億円」の達成を目標とする中期経営計画をスタートい

たしました。 

平成16年5月に策定した「３ヵ年収益計画」については、平成19年3月期までの３年間、堅実に達成

し、着実に成長してまいりました。その一方で、この３ヵ年計画を達成した今、当社グループは様々な

課題を認識しています。 

それは、組織体制の強化、労働環境の整備、要員の補強、人事制度の整備、研修制度の整備、システ

ム開発、商品サービスの見直し、施設のメンテナンス（大型修繕）など、将来の当社グループの成長を

確かなものにするための基盤固めに繋がる取り組みです。これまでの３ヵ年でバランスを保ちながら成

長してきた一方で見えてきたこれらの課題と向き合い、当社グループを長期的に成長させるため、平成

20年3月期においては、基盤固めに取り組んでまいります。 

まず、当社グループ全体としては、人材の育成に注力してまいります。人事制度の整備、研修制度の

整備をすることで、成長をより確かなものにするための組織体制を構築します。 

業務の効率化にも取り組みます。要員の補強やシステムの導入、労働環境の整備によって、業務の効

率性を高めてまいります。 

ウェディング事業においては、研修等により人材育成に一層注力し、営業力及びサービス力のさらな

る向上を目指します。この人材育成には、相応の時間を要します。しかしながら、当社グループの売上

高の90％以上を占める事業であり将来の競争力の根幹であるウェディング事業においては、この人材育

成に、早期に取り組むべきと判断いたしました。 

そして、商品・サービスの見直しと直営店舗のメンテナンスに取り組みます。お客様がよりご満足い

ただけるサービスや商品、空間を提供するため、積極的に見直しを図ってまいります。 

このような課題に正面から向き合うことで、基盤固めを行い長期的な成長をしてまいります。 

また、ウェディングから派生したその他の事業においては、事業収益を確立するための取り組みに注

力してまいります。具体的には、集客に繋げるための認知度向上に向けた広告展開及び営業力強化を進

めます。当社グループにおいて、ウェディング事業に次ぐ収益の柱に成長させるべく、積極的に取り組

んでまいります。 

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、主にウェディング事業

の売上増等による税金等調整前当期純利益67億33百万円の収入があったものの、営業活動によるキャッ

シュ・フローは49億65百万円の収入にとどまり、新規出店等に伴う投資支出等については新規借入金等

によりまかない、新規連結に伴い現金及び現金同等物が1億54百万円増加し、当連結会計年度末は64億

29百万円と期首に比べ35億92百万円増加いたしました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は49億65百万円となりました。これは主にウェディング事業の売上増

等による税金等調整前当期純利益67億33百万円の計上があったものの、金融事業の営業貸付金の増加

及び売上債権の増加による支出8億34百万円、未払金の減少による支出2億44百万円、法人税等の支払

額22億66百万円等によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は116億31百万円となりました。これは主にウェディング事業等の店

舗展開による有形固定資産の取得による支出105億52百万円及び子会社に対する貸付による支出13億

52百万円、敷金保証金の差入による支出25億27百万円等によるものであります。 

  
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は101億3百万円となりました。これは主にウェディング事業に伴う設

備資金等に係る長期及び短期借入金の増加による収入104億61百万円、配当金の支払による支出3億57

百万円によるものであります。 

  



２ 【仕入、受注及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

当連結会計年度における仕入実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当連結会計年度は「仕入、受注及び販売の状況」を連結ベースで作成する初年度であるため、前年同期と 

の比較は行っておりません。 

  

(2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) 当連結会計年度は「仕入、受注及び販売の状況」を連結ベースで作成する初年度であるため、前年同期との比

較は行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業部門ごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当連結会計年度は「仕入、受注及び販売の状況」を連結ベースで作成する初年度であるため、前年同期との

比較は行っておりません。 

  

事業部門の名称 金額（千円）

ウェディング事業部門 11,423,742

その他 219,717

合計 11,643,459

事業部門の名称
受注組数
（組数）

受注組数残高 
（組数）

ウェディング事業部門 12,526 5,107

その他 1,357 444

合計 13,883 5,551

事業部門の名称 金額（千円）

ウェディング事業部門 44,494,105

その他 1,923,133

合計 46,417,238



３ 【対処すべき課題】 

現在、主事業となっているウェディング事業を展開する当社における課題について記載いたします。 

近年、当社が提唱し続けてきたハウスウェディングが、お客様をはじめ、世間一般に認知されることと

なり、それに伴って従来のホテルや専門式場ならびに新規企業の参入が進み、少子化の影響が表れ始める

数年後以降、競争はますます激化することが予想されます。 

このような状況下において、当社がハウスウェディングのパイオニアとして挙式披露宴市場において確

固たる地位を築き、「総合生活カンパニー」の展開に繋げていくために当社は下記の事項を主な課題とし

て認識しており、課題解決に向けて積極的に取り組むとともに、収益計画の達成及び長期的な成長をする

ための基盤づくりに全力を尽くしてまいります。 

  

① お客様に支持される商品づくり  

当社は、「映画のワンシーンのような」ウェディングスタイルの実現を商品コンセプトとし、建物・

内装をはじめ、贅沢な雰囲気を演出することが可能な店舗づくりを実現するとともに、専属のウェディ

ングプランナーがお客様を担当することで、お客様の個性にあった挙式披露宴サービスの企画提案を行

える体制を確立しております。今後は、競合他社による類似サービスの展開が予測されるため、当社は

さらにお客様にとって魅力的な商品及びサービスの提供を行うことに注力してまいります。 

ウェディングプランナー、キッチンスタッフの育成を通じ商品・サービスの質の向上、ならびに施設

のデザイン性の一層の向上及びメンテナンスに注力してまいります。 

  

② 人材の教育  

当社が長期的に成長していくためには、従業員の育成が最も重要な課題のひとつとなります。これま

で当社は、「顧客へのサービス力」「収益意識」の両面からウェディングプランナーや支配人への継続

的な研修を実施してまいりましたが、「顧客満足度」のさらなる向上を目指し、平成20年3月期は、人

材育成により注力してまいります。様々な研修を取り入れ、営業部門、料飲部門、管理部門の社員の育

成に一層注力してまいります。 

  

③ 組織体制の強化及び業務の効率性向上 

これまでの急成長の過程で見えてきた課題のひとつとして、組織体制の強化と業務の効率性向上が挙

げられます。 

現状の会社規模に対し、現在の組織体制は決して十分なものではなく、業務上、非効率な面が散見さ

れています。これらの課題に対処するため、要員の補強、システムの導入、人事制度の整備、人材の育

成を通じ、組織体制を強化します。また、現在の事業を円滑に推進するための要員を確保し、同時に膨

大な情報を管理するためのシステムを構築することによって、業務の効率性を高めるとともに、管理体

制の強化に努めてまいります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性がある事項には、以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項

は、当連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。 

なお、現在当社グループが行っているウェディング事業が売上高の90％以上を占めるため、ウェディン

グ事業に関わるものを中心に記載しております。 

  

(1) 事業環境について 

① 少子化の影響について 

挙式披露宴市場は、近年第２次ベビーブーム世代が顧客対象となっており婚姻件数は70万～75万組

の範囲で推移しております。 

今後は、下表のとおり少子化が進むことから、挙式披露宴市場の縮小が見込まれており、一方で、

ハウスウェディングの需要拡大に伴い、同業や他業種からの参入が増加しているため競争の激化が予

測されます。当社は、店舗デザインをはじめ、人材の育成、サービス内容の充実及びブランドの確立

に注力し、他社との差別化を図っておりますが、今後競争が激化し、競合企業のウェディングが顧客

の嗜好にマッチしたものであった場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

 年齢別総人口（単位：万人） （平成19年 5月 1日現在 概算値） 

 
 <参照：総務省統計局 年齢（5歳階級）,男女別推計人口> 

  

② 季節変動について 

一般的に挙式披露宴は春（3～5月）、秋（9月～11月）に多く行われる傾向があり、当社の各会場に

おいても、季節変動の影響を受けております。 

当社は季節変動を考慮した計画策定を行っておりますが、シーズン期の受注を計画どおりに獲得で

きなかった場合は、各会場の業績が大きく影響を受け、当社グループの業績に影響を与える可能性が

あります。 

  

③ 法的規制について 

当社グループが建設・運営する施設につきましては、建築基準法及び消防法等の規制を受けており

ます。さらに、当社グループにおいては、貸金業の規制等に関する法律、出資の受入れ、預り金及び

金利等の取締りに関する法律、利息制限法、旅行業法、保険業法、特定商取引法、古物営業法、公衆

浴場法の規制を受けております。 

また、当社グループは当社の直営店及び株式会社テイクアンドギヴ・アーツにおいて料飲商品を提

供しているため食品衛生管理法の規制対象となり、管轄保健所から営業許可を取得しております。当

社グループでは、普段から食品衛生管理の遵守を心がけておりますが、直営店において食中毒が発生

した場合には、食品等の廃棄処分、営業許可の取り消し、営業の禁止等を命じられることがありま

す。また、そのような事態が発生した場合は当社の社会的信用の低下を招き、当社の業績に影響を及

ぼす可能性があります。 

年 齢 45～49 40～44 35～39 30～34 25～29 20～24 15～19 10～14 5～9 0～4

総人口 
男女計

770 808 935 947 788 729 634 599 591 547



また、平成17年4月より個人情報保護法に関する法律が全面施行され、当社グループも適用を受けて

おります。当社グループでは個人情報の管理体制を強化し、細心の注意を払っておりますが、個人情

報が外部に漏洩した場合、当社グループの社会的信用の低下、損害賠償請求の発生等により当社グル

ープの業績に影響を与える可能性があります。 

  

(2) 業務面等に関するリスク 

① 出店形態について 

当社は直営店を出店するにあたり、状況に応じた出店ができるよう、事業用借地権、リースバック

方式、不動産流動化スキーム等を活用しております。 

当社は各店舗の収益性や条件を十分に考慮した上で契約を行っておりますが、万一当社が想定して

いた運営期間よりも短期で閉店せざるを得ない状況となった場合は、違約金の支払い等が発生し、当

社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

② 人材の確保・育成について 

当社グループは今後の事業展開において、人材の確保・育成が最も重要な課題の一つであると考え

ております。そのために当社グループは新卒・中途採用活動を積極的に行い、また、成果が適切に還

元される給与制度を確立する等、人材確保のために体制作りに注力していく方針です。しかし、今後

の事業展開において、必要な人材が計画どおりに確保・育成できない場合には、各事業の業績拡大が

計画どおりに行えず、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

③ 食材及び安全衛生管理について 

最近、狂牛病や鳥インフルエンザ、残留農薬等に代表されるように食材の安全性に関る問題が発生

しており、良質な食材を安定的に確保することが当社にとって必要事項となっております。また近

年、ノロウィルス等、ウィルスが原因の食中毒の発生も増加傾向にあります。当社は、従来以上に安

全性を重視し、食材の安定的な確保及び徹底した安全衛生管理に努めてまいりますが、当社の食材等

の安全性が疑われる問題が発生した場合等には、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

  



(3) 財務面等に関するリスク 

① オフバランススキームの活用について 

当社は新規出店において、設備投資負担を軽減させる一つの方法としてリースバック方式や不動産

流動化スキームの積極的な活用を行ってまいりました。 

当社はこのようなオフバランススキームの活用にあたり、公認会計士や弁護士等専門家の判断を仰

ぎ、その段階で適正と考えられる方式を採用しておりますが、会計基準の変更等、オフバランスが認

められなくなる判断がなされた場合、当社グループの財政状態に影響を与える可能性があります。ま

た、経済情勢の変化等によりオフバランススキームを活用できなかった場合、当社グループが自社で

資金調達を行う必要があります。計画どおりに資金調達ができなかった場合、当社の出店計画に影響

を及ぼし業績に影響を与える可能性があります。 

  

② 敷金保証金について 

当社グループが現在出店している直営店にはデベロッパー等からの賃借があり、出店時には敷金保

証金の差し入れを行っております。平成19年3月末時点における敷金保証金は61億65百万円となってお

り、総資産の16.1％を占めております。当社グループは、新規に出店する際の与信管理を徹底させる

とともに、特定のデベロッパーに対し出店が集中しないように取り組んでおりますが、賃借先の倒産

等の事由により、敷金保証金の全部または一部が回収できなくなった場合は、当社グループの財政状

態に影響を及ぼす可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

(1) 店舗不動産の流動化について 

当社は、店舗不動産の流動化のため、平成16年3月30日に直営店２店舗の土地及び建物に設定した不

動産信託に基づく当該信託受益権を特別目的会社（以下「SPC」という）へ譲渡し、当該２店舗につい

ては、賃貸借契約により引き続き使用するとともに、不動産の管理・運用についての業務を受託してお

ります。 

なお、SPCは複数の金融機関からの借入金及び匿名組合契約に基づく出資により譲受資金を調達して

おり、当社はSPCに譲渡価格のおおむね５％の範囲内に相当する出資（配当金及び出資の返還請求権に

停止条件付）を行っておりますが、役員等の派遣はなく、また追加の出資義務は負っておりません。 

  

 
  

(2) 直営店の出店に係る定期建物賃貸借契約について 

当社は、新規直営店に係る設備投資負担の軽減化のため、リース事業会社と直営店20店舗に係る定期

建物賃貸借契約を締結いたしました。 

また、下記の賃貸借契約は、契約期間中一定の事由が発生し中途解約となる場合には、当社は同社に

対して同契約以上の条件にて契約締結が可能な後継賃借人を斡旋するもしくは、その時点における残賃

借期間に相当する賃借料全額を解約違約金として支払う義務を負っております。 

  

店舗名及び所在地
賃貸借契約等の相手先
（不動産信託受託者）

契約の内容 契約期間

アーカンジェル迎賓館 
（愛知県名古屋市東区）

みずほ信託銀行株式会社
店舗建物の賃借及び店舗
不動産の管理・運用受託

平成16年3月30日 
～平成31年3月31日

アーフェリーク迎賓館 
（福岡県福岡市博多区）

株式会社りそな銀行
店舗建物の賃借及び店舗
不動産の管理・運用受託

平成16年3月30日 
～平成31年3月31日

店舗名及び所在地 賃貸借契約等の相手先 契約の内容 契約期間

アーヴェリール迎賓館 
（岡山県岡山市）

東京リース株式会社 店舗建物の賃借
平成17年1月7日 
～平成32年1月6日

ベイサイド迎賓館 
（兵庫県神戸市中央区）

東京リース株式会社 店舗建物の賃借
平成17年2月1日 

～平成27年1月31日

山手迎賓館 
（兵庫県神戸市中央区）

東京リース株式会社 店舗建物の賃借
平成17年3月1日 

～平成27年2月28日

アーセンティア大使館 
（大阪府大阪市中央区）

東京リース株式会社 店舗建物の賃借
平成17年4月1日 

～平成27年3月31日

ベイサイド迎賓館 
（鹿児島県鹿児島市）

オリックス・アルファ
株式会社

店舗建物の賃借
平成17年5月1日 

～平成27年4月30日

北山迎賓館 
（京都府京都市左京区）

東京リース株式会社 店舗建物の賃借
平成17年6月1日 

～平成27年5月31日

アーフェリーク迎賓館 
（大阪府大阪市西区）

東京リース株式会社 店舗建物の賃借
平成17年7月7日 

～平成27年6月30日

ガーデンヒルズ迎賓館 
（埼玉県さいたま市大宮区）

芙蓉総合リース株式会社 店舗建物の賃借
平成17年8月1日 

～平成27年7月31日

アーフェリーク迎賓館 
（岐阜県岐阜市）

東京リース株式会社 店舗建物の賃借
平成17年9月1日 

～平成27年8月31日

ベイサイドパーク迎賓館 
（千葉県千葉市中央区）

三井住友銀リース株式会社 店舗建物の賃借
平成18年1月1日 

～平成27年12月31日

ベイサイド迎賓館 
（長崎県長崎市）

芙蓉総合リース株式会社 店舗建物の賃借
平成18年2月1日 

～平成33年1月31日

ガーデンヒルズ迎賓館 
（長野県長野市）

東京リース株式会社 店舗建物の賃借
平成18年3月4日 
～平成28年3月3日



 
  

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

店舗名及び所在地 賃貸借契約等の相手先 契約の内容 契約期間

アクアガーデンテラス 
（大阪府大阪市中央区）

オリックス・アルファ
株式会社

店舗建物の賃借
平成18年4月1日 

～平成28年3月31日

アクアテラス迎賓館 
（神奈川県横浜市港北区）

東京リース株式会社 店舗建物の賃借
平成18年6月1日 

～平成28年5月31日

アクアガーデン迎賓館 
（静岡県沼津市）

東京リース株式会社 店舗建物の賃借
平成18年7月1日 

～平成28年6月30日

ベイサイド迎賓館 
（愛媛県和歌山市）

芙蓉総合リース株式会社 店舗建物の賃借
平成18年8月1日 

～平成28年7月31日

ガーデンクラブ迎賓館 
（三重県四日市市）

芙蓉総合リース株式会社 店舗建物の賃借
平成18年9月9日 
～平成33年9月8日

ガーデンヒルズ迎賓館 
（長野県松本市）

芙蓉総合リース株式会社 店舗建物の賃借
平成18年12月1日 

～平成28年11月30日

アーヴェリール迎賓館 
（香川県高松市）

芙蓉総合リース株式会社 店舗建物の賃借
平成18年12月16日
～平成33年12月15日

アクアガーデン迎賓館 
（愛知県岡崎市）

ダイヤモンドリース
株式会社

店舗建物の賃借
平成19年2月1日 

～平成29年1月31日

 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態 

当連結会計年度末における資産、負債及び純資産の状況は次のとおりであります。なお、当社は当連

結会計年度より連結財務諸表を作成しておりますので、前年同期との比較については記載しておりませ

ん。 

  

＜資産＞ 

当連結会計年度末における資産合計は、382億71百万円となりました。  

流動資産の合計は、88億86百万円となりました。主な内訳は、現金及び預金68億76百万円、営業貸付

金7億97百万円、前払費用5億44百万円であります。 

有形固定資産の合計は、204億46百万円となりました。 

無形固定資産の合計は、3億20百万円となりました。 

投資その他の資産の合計は、86億19百万円となりました。主な内訳は、差入敷金保証金61億65百万

円、長期貸付金は14億41百万円であります。 

  

＜負債＞ 

当連結会計年度末における負債合計は、232億48百万円となりました。 

流動負債の合計は、121億31百万円となりました。主な内訳は、買掛金29億80百万円、短期借入金27

億30百万円であります。 

固定負債の合計は、111億16百万円となりました。主な内訳は、長期借入金110億18百万円でありま

す。 

また、有利子負債（短期借入金、１年以内返済予定長期借入金及び長期借入金の合計額）は、156億

17百万円となりました。 

  

＜純資産＞ 

当連結会計年度末における純資産合計は、150億23百万円となりました。 

  

(2) 財務政策 

当社は、直営店の出店に係る設備投資等につきましては、平成17年1月より導入しました不動産流動

化スキームを積極的に活用して出店を行っております。この出店方法を使うことにより初期投資負担を

大幅に軽減させることができるため新規出店については不動産流動化スキームを軸に出店を行っていく

方針をとっております。また運転資金につきましては従来どおり自己資金によりまかなっていく方針で

あります。 

当社は今後も財務の健全性を保ち、営業活動により生み出されるキャッシュ・フローを中心に、当社

の成長を維持するために将来必要な運転資金及びその他の設備投資、配当資金を調達できるものと考え

ております。 

  



(3) 経営成績 

当連結会計年度における経営成績は次のとおりであります。なお、当社は当連結会計年度より連結財

務諸表を作成しておりますので、前年同期との比較については記載しておりません。 

  

① 売上高 

当連結会計年度の売上高はウェディング事業部門の売上の順調な推移により464億17百万円となりま

した。 

  

② 売上総利益 

 売上総利益は250億28百万円となりました。 

  

③ 販売費及び一般管理費 

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は184億3百万円となりました。これは主に、給与手当41億49

百万円、事務所・店舗の地代家賃43億94百万円、広告宣伝費33億8百万円等によるものであります。 

以上の結果、営業利益は66億25百万円となりました。 

  

④ 営業外損益 

当連結会計年度の営業外収益は、1億76百万円となりました。これは主に、匿名組合収益1億19百万円

等によるものであります。営業外費用は、4億76百万円となりました。これは主に、借入金に対する支

払利息2億89百万円、持分法投資損失1億17百万円等によるものであります。 

以上の結果、経常利益は63億25百万円となりました。 

  

⑤ 特別損益 

当連結会計年度の特別利益は、4億80百万円となりました。これは、固定資産売却益によるものであ

ります。特別損失は、72百万円となりました。 

以上の結果、当期純利益は36億66百万円となりました。 

  

 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度における設備投資の総額は92億73百万円であり、その主な内容はウェディング事業にお

いて当期より新たに営業を開始した直営店舗の新築・改修に係る投資額36億10百万円及び当期以前に営業

を開始している直営店の改修に係る投資額9億47百万円、次期に開業を予定している新規店舗に係る投資

額18億92百万円であります。また、当連結会計年度において青山迎賓館（東京都港区）の土地の一部を23

億17百万円で売却しております。 

なお、設備投資額には差入敷金保証金を含めております。 

  



２ 【主要な設備の状況】 

平成19年3月31日現在における当社グループの主要な設備は、次のとおりであります。 

(1) 提出会社 

 
  

事業所名 
(所在地)

事業部門 
の名称

設備の 
内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（名）建物及び

構築物
工具器具
備品

土地
（面積㎡）

長期
貸付金

差入敷金 
保証金

合計

本社 
(東京都港区)

共通
統括業 
務施設

59,275 24,213 ― ― 119,430 202,919 128

アーカンジェル代官山 
(東京都目黒区)

ウェディング
事業部門
その他

直営店 209,118 12,314 ― ― 47,718 269,151 8

麻布迎賓館 
(東京都港区)

同上 直営店 57,586 7,908 ― ― 45,000 110,495 10

アーセンティア迎賓館 
(千葉県柏市)

同上 直営店 298,308 10,701 ― ― 55,860 364,869 12

アーフェリーク白金 
(東京都港区)

同上 直営店 20,724 9,900 ― ― 80,550 111,174 11

アーカンジェル迎賓館 
(栃木県宇都宮市)

同上 直営店 625,546 20,799 ― ― 44,800 691,146 15

アーカンジェル迎賓館 
(福岡県福岡市南区)

同上 直営店 264,198 11,949 ― ― 25,000 301,147 13

アーカンジェル迎賓館 
(愛知県名古屋市東区)

同上 直営店 29,307 9,342 ― ― 47,574 86,223 12

アーカンジェル迎賓館 
(宮城県仙台市青葉区)

同上 直営店 180,671 10,474 ― 92,178 43,000 326,323 14

アーフェリーク迎賓館 
(福岡県福岡市博多区)

同上 直営店 26,812 8,484 ― ― 50,964 86,260 14

アーフェリーク迎賓館 
(熊本県熊本市)

同上 直営店 283,530 8,619 ― ― 18,150 310,300 11

アーセンティア迎賓館 
(宮城県黒川郡富谷町)

同上 直営店 389,977 23,352 ― 270,828 43,368 727,525 15

アーセンティア迎賓館 
(群馬県高崎市)

同上 直営店 141,397 20,540 ― 429,707 60,270 651,915 17

アーセンティア迎賓館 
(大阪府大阪市西区)

同上 直営店 281,594 11,616 ― ― 50,000 343,210 9

アーククラブ迎賓館 
(茨城県水戸市)

同上 直営店 612,190 22,905 ― ― 39,292 674,388 13

アーククラブ迎賓館 
(広島県広島市西区)

同上 直営店 429,752 24,366 ― ― 21,000 475,118 17

アーククラブ迎賓館 
(新潟県新潟市)

同上 直営店 460,059 22,973 ― 129,203 50,995 663,232 16

アーククラブ迎賓館 
(福島県郡山市)

同上 直営店 270,843 10,512 ― ― 30,000 311,356 11

アーヴェリール迎賓館 
(兵庫県姫路市)

同上 直営店 291,323 8,278 ― ― 43,000 342,601 9

アーヴェリール迎賓館 
(愛知県名古屋市昭和区)

同上 直営店 283,158 11,205 ― ― 20,084 314,448 8

アーヴェリール迎賓館 
(富山県富山市)

同上 直営店 331,333 19,051 ― 249,832 18,754 618,972 14

アーククラブ迎賓館 
(石川県金沢市)

同上 直営店 408,391 23,002 ― 124,279 50,250 605,923 13

アーヴェリール迎賓館 
(埼玉県さいたま市浦和区)

同上 直営店 297,114 13,183 ― ― 36,200 346,498 10

山手迎賓館 
(神奈川県横浜市中区)

同上 直営店 283,990 15,205 ― ― 50,000 349,195 12

ベイサイド迎賓館 
(神奈川県横浜市西区)

同上 直営店 558,528 27,869 ― ― 93,226 679,623 19



 
  

事業所名 
（所在地）

事業部門 
の名称

設備の 
内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（名）建物及び

構築物
工具器具
備品

土地
（面積㎡）

長期
貸付金

差入敷金 
保証金

合計

ヒルサイドクラブ迎賓館 
(東京都八王子市)

ウェディング
事業部門
その他

直営店 92,971 17,927 ― ― 283,200 394,098 17

アーセンティア迎賓館 
(静岡県浜松市)

同上 直営店 391,933 28,715 ― 138,352 50,396 609,397 16

アーヴェリール迎賓館 
(岡山県岡山市)

同上 直営店 61,542 20,148 ― ― 75,000 156,691 18

ベイサイド迎賓館 
(兵庫県神戸市中央区)

同上 直営店 10,493 7,155 ― ― 36,800 54,449 17

山手迎賓館 
(兵庫県神戸市中央区)

同上 直営店 27,296 11,746 ― ― 50,000 89,043 11

アーセンティア大使館 
(大阪府大阪市中央区)

同上 直営店 23,880 10,262 ― ― 50,000 84,142 13

ベイサイド迎賓館 
(鹿児島県鹿児島市)

同上 直営店 33,992 17,164 ― ― 130,000 181,157 17

北山迎賓館 
(京都府京都市左京区)

同上 直営店 28,885 11,712 ― ― 71,350 111,948 19

アーフェリーク迎賓館 
(大阪府大阪市西区)

同上 直営店 13,302 9,107 ― ― 40,000 62,410 9

ガーデンヒルズ迎賓館 
(埼玉県さいたま市大宮区)

同上 直営店 20,765 16,361 ― ― 75,000 112,126 19

アーフェリーク迎賓館 
(岐阜県岐阜市)

同上 直営店 12,642 18,506 ― ― 62,200 93,348 20

ベイサイドパーク迎賓館 
(大阪府高石市)

同上 直営店 32,002 14,602 ― ― 38,400 85,005 20

松涛ギャラリー 
(東京都渋谷区)

同上 直営店 4,049 779 ― ― 240,000 244,829 11

アーククラブ迎賓館 
(広島県福山市)

同上 直営店 18,136 11,513 ― ― 40,000 69,649 10

アーフェリーク迎賓館 
(福岡県北九州市小倉北区)

同上 直営店 28,444 17,753
107,507
(532.42)

― 38,050 191,755 17

ベイサイドパーク迎賓館 
(千葉県千葉市中央区)

同上 直営店 3,900 17,705 ― ― 66,429 88,035 16

ベイサイド迎賓館 
(長崎県長崎市)

同上 直営店 3,709 18,715 ― ― 130,000 152,424 18

ガーデンヒルズ迎賓館 
(長野県長野市)

同上 直営店 3,448 17,985 ― ― 64,900 86,334 17

アクアガーデンテラス 
(大阪府大阪市中央区)

同上 直営店 ― 10,534 ― ― 55,000 65,534 10

ベイサイド迎賓館 
(愛媛県松山市)

同上 直営店 ― 17,773 ― ― 43,000 60,773 16

アクアテラス迎賓館 
(神奈川県横浜市港北区)

同上 直営店 ― 12,706 ― ― 70,000 82,706 12

アクアガーデン迎賓館 
(静岡県沼津市)

同上 直営店 ― 11,050 ― ― 44,100 55,150 10

ベイサイド迎賓館 
(和歌山県和歌山市)

同上 直営店 ― 21,053 ― ― 48,000 69,053 18

ガーデンヒルズ迎賓館 
(北海道札幌市中央区)

同上 直営店 406,014 26,646 ― ― 15,237 447,897 18

ガーデンクラブ迎賓館 
(三重県四日市市)

同上 直営店 ― 14,536 ― ― 63,750 78,286 15

アクアテラス迎賓館 
(滋賀県大津市)

同上 直営店 ― 8,406 ― ― 59,998 68,404 12



 
（注）１ 上記の金額には建設仮勘定の金額は含まれておりません。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 長期貸付金の内容は建設協力金であり、金融商品会計基準に基づく計上額であります。 

４ リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

 

事業所名 
（所在地）

事業部門 
の名称

設備の 
内容

帳簿価額（千円）
従業員数
（名）建物及び

構築物
工具器具
備品

土地
（面積㎡）

長期
貸付金

差入敷金 
保証金

合計

ガーデンヒルズ迎賓館 
(大分県大分市)

ウェディング
事業部門
その他

直営店 639,272 58,679
898,644

(9,521.49)
― ― 1,596,596 18

ガーデンヒルズ迎賓館 
(長野県松本市)

同上 直営店 ― 17,840 ― ― 47,228 65,069 22

アーヴェリール迎賓館 
(香川県高松市)

同上 直営店 ― 18,155 ― ― 88,080 106,235 25

ベイサイド迎賓館 
(静岡県静岡市駿河区)

同上 直営店 ― 14,220 ― ― 64,800 79,020 17

アクアガーデン迎賓館 
(愛知県岡崎市)

同上 直営店 ― 13,173 ― ― 35,000 48,173 17

アーセンティア迎賓館 
(静岡県静岡市駿河区)

同上 直営店 ― 16,930 ― ― 50,000 66,930 12

コットンハーバークラブ 
(神奈川県横浜市神奈川区)

同上 直営店 ― 14,070 ― ― 32,992 47,062 16

ヒルサイド迎賓館 
(北海道札幌市中央区)

同上 直営店 470,161 32,902
286,339

(2,201.39)
― 5,000 794,403 13

名称 数量
リース期間
（年）

年間リース料
（千円）

リース契約残高
（千円）

備考

建物
アーヴェリール迎賓館 
（岡山）他19店舗

10～15 697,841 10,424,310
所有権移転外 
ファイナンス・リース

工具器具備品
アーカンジェル代官山 
他57店舗

5 384,156 1,351,718
所有権移転外 
ファイナンス・リース

建物
アーカンジェル迎賓館 
（名古屋）他1店舗

9 197,076 1,182,456
オペレーティング・ 
リース

 



(2) 国内子会社 

① 株式会社 Ｔ＆Ｇ Ｂｅａｕｔｙ 

 
（注）１ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

② 匿名組合 ＴＡＫＥ ＳＥＣＯＮＤ 大阪 

 
（注）１ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

③ 匿名組合 ＴＡＫＥ ＳＥＣＯＮＤ 小倉 

 
（注）１ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

④ 匿名組合 ＴＡＫＥ ＳＥＣＯＮＤ 松山 

 
（注）１ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

  

事業所名 
（所在地）

事業部門
の名称

設備の 
内容

帳簿価額（千円）
従業員数 
（名）建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

工具器具
備品

差入敷金
保証金

合計

マグマリラクゼーションスパ 
(東京都渋谷区)

その他 直営店 64,542 17,669 3,809 23,728 109,749 10

マグマリラクゼーションスパ 
(福岡県福岡市中央区)

同上 直営店 40,634 15,118 4,505 9,200 69,458 7

マグマリラクゼーションスパ 
(大阪府大阪市中央区)

同上 直営店 65,399 22,395 4,093 27,226 119,115 9

マグマリラクゼーションスパ 
(東京都港区)

同上 直営店 66,259 17,200 2,069 112,000 197,529 9

マグマリラクゼーションスパ 
(兵庫県神戸市中央区)

同上 直営店 26,374 12,075 1,116 5,788 45,354 6

マグマリラクゼーションスパ 
(東京都港区)

同上 直営店 34,397 11,896 0 14,850 61,339 9

事業所名 
（所在地）

事業部門
の名称

設備の 
内容

帳簿価額（千円）
従業員数 
（名）建物及び

構築物
工具器具
備品

土地
（面積㎡）

合計

ベイサイドパーク迎賓館 
(大阪府高石市)

ウェディング
事業部門
その他

直営店 707,761 16,011
1,113,251
(6,576.78)

1,837,024 20

事業所名 
（所在地）

事業部門
の名称

設備の 
内容

帳簿価額（千円）
従業員数 
（名）建物及び

構築物
工具器具
備品

土地
（面積㎡）

合計

アーフェリーク迎賓館 
(福岡県北九州市小倉北区)

ウェディング
事業部門
その他

直営店 656,122 64,762
1,106,269
(5,500.66)

1,827,155 17

事業所名 
（所在地）

事業部門
の名称

設備の 
内容

帳簿価額（千円）
従業員数 
（名）建物及び

構築物
工具器具
備品

土地
（面積㎡）

合計

ベイサイド迎賓館 
(愛媛県松山市)

ウェディング
事業部門
その他

直営店 688,744 47,739
486,804

(6,838.06)
1,223,289 16

アーククラブ迎賓館 
(広島県広島市西区)

同上 直営店 175,937 ―
709,217

(5,103.00)
885,154 17



３ 【設備の新設、除却等の計画】（平成19年 3月31日現在） 

(1) 重要な設備の新設等 

下記設備投資予定金額は、本年度の当社計画による金額を記載しており、情勢に応じて見直しており

ます。 

  

① 提出会社 

 
（注）１ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 上記金額には差入敷金保証金を含めております。 

  

② ARLUIS WEDDING（GUAM） CORPORATION 

 
（注）１ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

２ 上記金額には差入敷金保証金を含めております。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

該当する事項はありません。 

  

事業所名 

（所在地）
事業部門 
の名称

設備の
内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月
完了予定 
年月

完成後の
収容人数
（名）総額

（千円）
既支払額
（千円）

茅ヶ崎迎賓館 
(神奈川県茅ヶ崎市)

ウェディング 
事業部門 
その他

直営店 2,020,000 1,480,361 借入金
平成18年 
11月

平成19年 
6月

114

ヒルサイドクラブ迎賓館 
(徳島県徳島市)

同上 直営店 50,000 45,300
自己
資金

平成18年 
12月

平成19年 
9月

114

青山迎賓館 
(東京都港区)

同上 直営店 4,000,000 366,552 借入金
平成19年 

5月
平成20年 

2月
120

表参道テラス 
(東京都渋谷区)

同上 直営店 125,000 ―
自己
資金

平成19年 
5月

平成20年 
3月

96

事業所名 

（所在地）
事業部門 
の名称

設備の
内容

投資予定額
資金調達
方法

着手年月
完了予定 
年月

完成後の
収容人数
（名）総額

（千円）
既支払額
（千円）

シェラトン ラグーナ ホワイトアロウ 
(米国グアム準州)

その他 直営店 690,000 401,496 借入金
平成18年 
10月

平成19年 
6月

50

ザ・シーサイド・スイート アット ヒルトン・
グアム 
(米国グアム準州)

同上 直営店 510,000 73,829 借入金
平成19年 

3月
平成19年 
11月

40



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在発行数には、平成19年6月1日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権等の行使により発 

行された株式数は含まれておりません。 

(2) 【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づき、平成13年9月17日の臨時株主総会において決議されたもの
は、次のとおりであります。 

  

 

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 2,491,200

計 2,491,200

種類
事業年度末現在 
発行数（株） 

（平成19年 3月31日）

提出日現在
発行数（株） 

（平成19年 6月28日）

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 722,700 722,700
東京証券取引所
 （市場第一部）

―

計 722,700 722,700 ― ―

 

事業年度末現在
（平成19年 3月31日）

提出日の前月末現在 
（平成19年 5月31日）

新株予約権の数 ―個 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数   9,000株 (注)５ 同左

新株予約権の行使時の払込金額 5,556円 (注)１ ５ 同左

新株予約権の行使期間
平成15年 9月17日から
平成23年 9月16日まで

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合
の株式の発行価格及び資本組入額

発行価格  5,556円
資本組入額  2,778円

同左

新株予約権の行使の条件 (注)２ ３ ４ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)３ ４ 同左

代用払込みに関する事項 ― 同左

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― 同左



（注）１ 当社が、株式の分割及び時価を下回る価格で新株を発行（転換社債の転換、新株引受権証券による権利行 

使及び旧商法第280条ノ19項第1項に基づく新株引受権行使の場合を含まない）するときは、次の算式によ 

り発行価額及び付与株式数を調整する。この調整により生ずる１円未満の端数及び１株以下の端数はこれ 

を切り上げる。 

 
  

 

２ 取締役又は従業員の地位の喪失 

対象者が死亡又は退職その他の事由により、当社取締役又は従業員の地位を喪失した場合、その地位喪失 

時に未行使の新株引受権を喪失するものとする。 

３ 新株引受権の譲渡、質入れその他一切の処分は認めない。 

４ その他の権利行使条件の細目は、平成13年9月17日開催の臨時株主総会決議及び平成13年7月16日開催の取 

締役会決議に基づき、当社と付与対象者との間で締結する「新株引受権付与契約書」に定めるものとする。

５ 平成16年2月20日付をもって普通株式１株を３株に、平成16年6月18日付をもって普通株式１株を３株に、平

成16年11月19日付をもって普通株式１株を10株に分割したことにより発行価額は5,556円に調整されており

ます。 

  

  

(3) 【ライツプランの内容】 

  

  該当事項はありません。 

  

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後発行価額＝ 調整前発行価額 ×
分割・新規発行前の株価

既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

調整後付与株式数＝
調整前付与株式数×調整前発行価額

調整後発行価額

 



(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注) １ 新株予約権（ストックオプション）の権利行使 

発行価格 29株 500,000円 99株 166,667円  資本組入額 29株 250,000円 99株 83,334円 

２ 有償一般募集 

発行価格 1,738,100円  発行価額 1,628,900円  資本組入額 814,450円 

３ 株式分割 １：３ 

４ 新株予約権（ストックオプション）の権利行使 

発行価格 166,667円  資本組入額 83,334円 

５ 株式分割 １：３ 

６ 新株予約権（ストックオプション）の権利行使 

発行価格 55,556円  資本組入額 27,778円 

７ 株式分割 １：10 

８ 新株予約権（ストックオプション）の権利行使 

発行価格 5,556円  資本組入額 2,778円 

  

(5) 【所有者別状況】 

 平成19年 3月31日現在 

 
(注) 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が91株含まれております。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
（株）

発行済株式
総数残高 
（株）

資本金増減額
 

（千円）

資本金残高
 

（千円）

資本準備金 
増減額 
（千円）

資本準備金
残高 

（千円）

平成15年 4月 1日～ 
平成16年 3月31日(注)１

128 7,048 15,500 494,000 15,500 440,200

平成16年 1月28日(注)２ 3,000 10,048 2,443,350 2,937,350 2,443,350 2,883,550

平成16年 2月20日(注)３ 13,898 23,946 ― 2,937,350 ― 2,883,550

平成16年 4月27日(注)４ 60 24,006 5,000 2,942,350 4,999 2,888,549

平成16年 6月18日(注)５ 48,012 72,018 ― 2,942,350 ― 2,888,549

平成16年 6月28日(注)６ 225 72,243 6,250 2,948,600 6,250 2,894,799

平成16年11月19日(注)７ 650,187 722,430 ― 2,948,600 ― 2,894,799

平成17年 2月 7日(注)８ 270 722,700 750 2,949,350 750 2,895,550

区分

株式の状況

単元未満
株式の状況政府及び 

地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
（人）

0 36 39 138 105 17 19,994 20,329 ―

所有株式数 
（株）

0 97,012 23,618 58,429 200,968 139 342,534 722,700 ―

所有株式数 
の割合（％）

0 13.42 3.27 8.08 27.81 0.02 47.40 100.00 ―



(6) 【大株主の状況】 

 平成19年 3月31日現在 

 
 (注) １ 上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

   日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社   29,580株 

   日本マスタートラスト信託銀行株式会社     29,016株 

２ 大株主は、平成19年3月31日現在の株主名簿に基づくものであります。なお、フィデリティ投信株式会社

（報告義務発生日：平成18年12月31日、提出日：平成19年1月12日）、クレディ・スイス証券株式会社なら

びにその共同保有者4社（報告義務発生日：平成19年1月15日、提出日：平成19年1月22日）、ＪＰモルガ

ン・アセット・マネジメント株式会社ならびにその共同保有者１社（報告義務発生日：平成19年1月31日、

提出日：平成19年2月7日）、モルガン・スタンレー証券株式会社ならびにその共同保有者3社（報告義務発

生日：平成19年2月28日、提出日：平成19年3月7日）、キャピタル・ガーディアン・トラスト・カンパニー

ならびにその共同保有者3社（報告義務発生日：平成19年3月20日、提出日：平成19年3月28日）、ゴールド

マン・サックス証券株式会社ならびにその共同保有者２社（報告義務発生日：平成19年3月30日、提出日：

平成19年4月5日）及びＴ.ロウ・プライス・グローバル投資顧問東京支店ならびにその共同保有者2社（報

告義務発生日：平成19年3月30日、提出日：平成19年4月2日、訂正報告書提出日：平成19年4月5日）から大

量保有に関する変更報告書の提出があり、次のとおり株式を所有している旨報告を受けておりますが、当

社として当連結会計年度末時点における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含め

ておりません。 

 なお、大量保有に関する変更報告書の内容は以下のとおりであります。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合（％）

野 尻 佳 孝 東京都港区 152,350 21.08

ウェルズ通商株式会社 東京都大田区北馬込2-28-1 48,000 6.64

モルガンスタンレーアンドカンパ
ニーインク 
（常任代理人 モルガン・スタン
レー証券株式会社）

1585 Broadway New York, 
NY 10036, U.S.A. 
 
（東京都渋谷区恵比寿4-20-3）

37,266 5.16

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社（信託口）

東京都中央区晴海1-8-11 29,580 4.09

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町2-11-3 29,016 4.01

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 16,323 2.26

ジェイピーエムシービー 
オムニバスユーエスペンション 
トリーティージャスデック380052 
（常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業務
室）

270 PARK AVENUE, NEW YORK,
NY 10017, U.S.A 
 
（東京都中央区日本橋兜町6-7）

15,608 2.16

ビー・エヌ・ピー・パリバ・セキ
ュリティーズ（ジャパン）リミテ
ッド 
（ビー・エヌ・ピー・パリバ証券
会社）

東京都千代田区大手町1-7-2 10,349 1.43

リーマンブラザーズ 
インターナショナルレンディング 
（常任代理人 リーマン・ブラザ
ーズ証券会社）

25 BANK STREET LONDON E14 5LE
ENGLAND 
 
（東京都港区六本木6-10-1）

9,920 1.37

ザチュースマンハッタンバンクエ
ヌエイロンドンエスエルオムニバ
スアカウント
（常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業
務室）

WOOLGATE HOUSE, COLEMAN STREET
LONDON EC2P 2HD, ENGLAND 
 
（東京都中央区日本橋兜町6-7）

9,272 1.28

計 ― 357,684 49.49



 
  

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合（％）

フィデリティ投信株式会社
東京都港区虎ノ門4-3-1
城山トラストタワー

40,074 5.55

クレディ・スイス証券株式会社 東京都港区六本木1-6-1泉ガーデンタワー 993 0.14

クレディ・スイス・セキュリティ
ーズ（ヨーロッパ）リミテッド

英国 ロンドンE14 4QJ、ワン・ガボット・
スクウェア

14,382 1.99

クレディ・スイス
スイス国チューリッヒ、8001、パラデプラ
ッツ8番地

3,280 0.45

クレディ・スイス・アセット・マ
ネジメント・エルエルシー

アメリカ合衆国 ニューヨーク州 ニューヨ
ーク マジソン・アベニュー11

1,790 0.25

クレディ・スイス投信株式会社 東京都港区六本木1-6-1泉ガーデンタワー 8,480 1.17

JPモルガン・アセット・マネジメ
ント株式会社

東京都千代田区丸の内2-7-3
東京ビルディング

23,889 3.31

ハイブリッジ・キャピタル・マネ
ジメント・エルエルシー

アメリカ合衆国ニューヨーク州10019ニュ
ーヨークウェスト57ストリート9、27階

5,912 0.82

モルガン・スタンレー証券株式会
社

東京都渋谷区恵比寿4-20-3
恵比寿ガーデンプレイスタワー

4,714 0.65

モルガン・スタンレー・アンド・
カンパニー・インコーポレーテッ
ド

1585 Broadway, New York,
NY 10036, U.S.A.

25,401 3.51

モルガン・スタンレー・アンド・
カンパニー・インターナショナ
ル・リミテッド

25 Cabot Square Canary Wharf London 
E14 4QA U.K.

6,123 0.85

エムエスディーダブリュ・エクイ
ティー・ファイナンシング・サー
ビセズ（ルクス）エス・アー・エ
ール・エル

8-10 rue Mathias Hardt, L-1717
Luxembourg

― ―

キャピタル・ガーディアン・トラ
スト・カンパニー

アメリカ合衆国カリフォルニア州、ロスア
ンジェルス、サンタ・モニカ通り11100、
15階

22,750 3.15

キャピタル・インターナショナ
ル・リミテッド

英国WC2E 9HN、ロンドン、ベッドフォー
ド・ストリート25

22,040 3.05

キャピタル・インターナショナ
ル・インク

アメリカ合衆国カリフォルニア州90025、
ロスアンジェルス、サンタ・モニカ通り
11100、15階

28,520 3.95

キャピタル・インターナショナ
ル・エス・エイ

スイス国、ジュネーヴ1201、プラス・デ・
ベルグ3

7,650 1.06

ゴールドマン・サックス証券株式
会社

東京都港区六本木6-10-1
六本木ヒルズ森タワー

2,836 0.39

Goldman Sachs International
Peterborough Court, 133 Fleet Street,
 London EC4A 2BB UK

26,332 3.62

Goldman Sachs & Co.
85 Broad Street, New York,
NY 10004, U.S.A.

1,073 0.15

Ｔ.ロ ウ・プ ラ イ ス・グ ロ ー バ
ル・アセット・マネジメント・リ
ミテッド

米国メリーランド州ボルチモア市イース
ト・プラット・ストリート100

3,260 0.45

Ｔ.ロウ・プライス・インターナ
ショナル・インク

英国ロンドン市イーシー4エヌ4ティーゼッ
ト、クイーン・ヴィクトリア・ストリート
60

37,722 5.22



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年 3月31日現在 

 
(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が91株（議決権の数91個） 

含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年 3月31日現在 

 
  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株引受権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、旧商法第280条ノ19第１項の規定に基づき、当社の取締役及び従業員に対して付与する

ことを、平成13年9月17日の臨時株主総会において決議されたものであります。 

当該制度の内容は次のとおりであります。 
  

 
  

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 722,700 722,700 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 722,700 ― ―

総株主の議決権 ― 722,700 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
（株）

他人名義
所有株式数 
（株）

所有株式数 
の合計 
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合（％）

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

決議年月日 平成13年 9月17日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役２名及び当社従業員12名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―



２ 【自己株式の取得等の状況】 

  

 
  

(1)【株主総会決議による取得の状況】 

   該当事項はありません。 

  

(2)【取締役会決議による取得の状況】 

   該当事項はありません。 

  

(3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

   該当事項はありません。 

  

(4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

   該当事項はありません。 

  

【株式の種類等】 該当事項はありません。



３ 【配当政策】 

当社グループは、株主の皆様への利益還元を重要課題として認識しております。そのため当社は企業発

展のため利益確保に努め、継続的な成長を目指すとともに株主の皆様に対して適正かつ安定的に利益配分

を行うことを基本方針としております。 

当社グループの剰余金の配当回数は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。

配当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

当期におきましても業績の進捗動向、財政状態、さらには将来の計画も十分に考慮し、株主の皆様への

継続的な利益配分の基本方針に則り、平成19年3月期の期末配当として１株当たり500円（普通株式につい

て200円の増配）といたしました。 

当社グループは今後、従来のハウスウェディング事業に加え、「総合生活カンパニー」を目指した事業

展開を実施することでさらなる成長を遂げることを目指しております。そのため、利益の一部については

中長期的な成長へ繋げるための内部留保として確保し、新規事業等企業規模拡大のための原資として有効

活用するとともに業績向上、財務体質の強化を図り、株主の皆様の期待に応えるよう努めてまいります。

そのため、当社グループは継続的に利益配分を行うことを基本方針としておりますが、具体的な金額及

び内容等につきましては各期において業績及び財政状態、さらには将来の計画を十分考慮したうえで決定

してまいります。 

なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定めております。 

  

  (注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

４ 【株価の推移】 

(1) 【 近５年間の事業年度別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 株価は、平成16年2月15日以前は大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット―「ヘラクレス」市場におけ 

るものであり、平成16年2月16日以降平成18年2月28日以前は東京証券取引所市場第二部、平成18年3月1日以降

は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【 近６箇月間の月別 高・ 低株価】 

  

 
(注) 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

決議年月日
配当金の総額

（千円）
１株当たり配当額（円）

平成19年 6月27日 
定時株主総会

361,350 500.0 

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

決算年月 平成15年3月 平成16年3月 平成17年3月 平成18年3月 平成19年3月

高（円） 1,300,000 5,350,000 3,960,000 225,000 204,000

低（円） 800,000 991,000 88,700 102,000 67,100

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年1月 2月 3月

高（円） 138,000 128,000 128,000 95,700 94,600 81,900

低（円） 107,000 110,000 92,800 76,200 73,500 67,100



５ 【役員の状況】 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役 ― 野 尻 佳 孝 昭和47年6月4日生

平成7年4月 住 友 海 上 火 災 保 険 株 式 会 社

（現 三井住友海上火災保険株式

会社）入社

(注)2 152,350

平成10年5月 株式会社プラン・ドゥ・シー入社

平成10年10月 当社設立 代表取締役（現任）

平成17年5月 株式会社テイクアンドギヴ・アー

ツ代表取締役（現任）

平成17年7月 株式会社ライフエンジェル代表取

締役

平成17年7月 株式会社総合生活代表取締役（現

任）

平成18年2月 株式会社アニバーサリートラベル

代表取締役（現任）

平成18年3月 株式会社T&G Beauty代表取締役

（現任）

平成18年9月 株式会社パートナーエージェント

代表取締役

平成18年12月 株式会社ライフエンジェル取締役

（現任）

平成18年12月 株式会社パートナーエージェント

取締役（現任）

平成19年3月 株式会社グッドラック・コーポレ

ーション取締役（現任）

取締役
経営企画 
部長

美濃部 哲也 昭和44年7月12日生

平成5年4月 株式会社電通入社

(注)2 157

平成12年5月 株式会社サイバーエージェン

ト 入社 同社執行役員

平成12年7月 同社常務取締役

平成15年3月 当社入社 営業統括本部長

平成16年6月 当社取締役営業統括本部長

平成17年7月 株式会社ライフエンジェル取締役

平成17年7月 株式会社総合生活取締役（現任）

平成17年8月 株式会社テイクアンドギヴ・アー

ツ取締役（現任）

平成17年9月 株式会社グッドラック・コーポレ

ーション取締役（現任）

平成18年2月 株式会社アニバーサリートラベル

取締役（現任）

平成18年3月 株式会社T&G Beauty取締役（現

任）

平成18年4月 当社取締役ウェディング事業本部

長兼営業統括部長

平成19年1月 当社取締役グループ戦略室長

平成19年4月 当社取締役経営企画部長（現任）



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 人事部長 桐 山 大 介 昭和38年5月16日生

昭和62年4月 日本軽金属株式会社入社

(注)2 ―

平成10年10月 日本エス・エイチ・エル株式会社

入社

平成11年10月 カルチュア・コンビニエンス・ク

ラブ株式会社入社

平成12年6月 同社執行役員人事グループリーダ

ー

平成15年12月 ローム株式会社入社

平成16年3月 当社入社 人事部長

平成17年6月 当社取締役人事部長（現任）

平成17年7月 株式会社ライフエンジェル監査役

平成17年7月 株式会社総合生活監査役

平成17年8月 株式会社テイクアンドギヴ・アー

ツ監査役

平成18年3月 株式会社T&G Beauty取締役（現

任）

平成18年6月 株式会社ライフエンジェル取締役

平成18年6月 株式会社総合生活取締役（現任）

平成18年6月 株式会社テイクアンドギヴ・アー

ツ取締役（現任）

取締役 管理部長 林  秀 樹 昭和42年6月8日生

平成4年4月 株式会社類設計室入社

(注)2 ―

平成5年8月 同社取締役

平成10年1月 エルグ（現 イーソル）株式会社

入社

平成15年3月 株式会社スィンク入社

平成15年12月 当社入社

平成17年4月 当社管理部長

平成18年3月 株式会社T&G Beauty監査役（現

任）

平成18年6月 当社取締役管理部長（現任）

平成18年6月 株式会社ライフエンジェル監査役

（現任）

平成18年6月 株式会社総合生活監査役（現任）

平成18年6月 株式会社テイクアンドギヴ・アー

ツ監査役（現任）

平成18年9月 株式会社パートナーエージェント

取締役

取締役 ― 菱  田  敏  明 昭和36年9月12日生

昭和59年4月 日本軽金属株式会社入社

(注)2 ―

平成12年8月 ワイズシステム株式会社入社

平成13年6月 同社取締役

平成15年3月 株式会社アドバンテッジリスクマ

ネジメント入社

平成19年6月 当社入社

平成19年6月 当社取締役（現任）



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

監査役 
（常勤）

― 二 宮  功 昭和14年3月1日生

昭和36年4月 日興證券株式会社（現 日興コー

ディアル証券株式会社）入社

(注)3 20

平成3年6月 同社取締役

平成6年6月 東京証券株式会社（現 東海東京

証券株式会社）常務取締役

平成8年3月 同社専務取締役

平成12年3月 同社代表取締役副社長

平成15年2月 株式会社グローバルパテントマネ

ジメント代表取締役社長

平成16年6月 当社監査役（現任）

平成18年9月 株式会社パートナーエージェント

監査役（現任）

平成19年3月 株式会社グッドラック・コーポレ

ーション監査役（現任）

監査役 
（非常勤）

― 窪 川 秀 一 昭和28年2月20日生

昭和51年10月 監査法人中央会計事務所(現 みす

ず監査法人)入所

(注)3 ―

昭和61年7月 窪川公認会計士事務所（現 窪川

パートナー会計事務所）開業

平成元年2月 ソフトバンク株式会社監査役（現

任） 

平成7年2月 パソナソフトバンク株式会社（現

株式会社フジスタッフ）監査役

（現任） 

平成12年3月 株式会社デジタルアーツ監査役

（現任）

平成15年5月 株式会社カスミ監査役（現任）

平成16年6月 当社監査役（現任）

監査役 
（非常勤）

― 佐々木 公明 昭和41年3月15日生

平成7年4月 弁護士登録（東京弁護士会）

(注)3 ―

平成11年8月 東京銀座法律事務所パートナー弁

護士

平成15年5月 ア ム レ ッ ク 法 律 会 計 事 務 所

（現 霞ヶ関法律会計事務所）パ

ートナー弁護士（現任） 

平成16年6月 当社監査役（現任）



 
(注) 1 監査役二宮功、窪川秀一、佐々木公明は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

   2 取締役の任期は、平成19年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成21年3月期に係る定時株主総会終結の

  時までであります。 

   3 監査役二宮功、窪川秀一、佐々木公明の任期は、平成16年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年 

  3月期に係る定時株主総会終結の時までであります。 

   4 監査役平田毅彦の任期は、平成19年3月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年3月期に係る定時株主総

  会終結の時までであります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

監査役 
（非常勤）

― 平 田 毅 彦 昭和41年3月15日生

昭和50年4月 野村證券株式会社入社

(注)4 1,000

昭和54年2月 和田会計事務所入所

昭和56年8月 公認会計士登録

昭和57年5月 平田会計事務所開業、所長（現

任）

昭和57年5月 株式会社エフ・プランニング代表

取締役

平成9年12月 センチュリー監査法人（現新日本

監査法人）代表社員

平成11年10月 株式会社ディジット（現ＳＢＩホ

ールディングス株式会社）監査役

平成12年3月 デジタルアーツ株式会社監査役

平成12年10月 当社監査役

平成14年5月 ネクステック株式会社監査役（現

任）

平成14年9月 株式会社アガスタ監査役（現任）

平成15年10月 株式会社グッドラック・コーポレ

ーション監査役（現任）

平成16年6月 当社相談役

平成16年9月 株式会社常盤台監査役

平成16年10月 エグザクト株式会社監査役（現

任）

平成17年6月 株式会社常盤台取締役会長（現

任）

平成18年2月 株式会社アニバーサリートラベル

監査役（現任）

平成19年6月 当社監査役（現任）

計 153,527



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社は、今後も企業としてさらなる成長を目指し、企業価値を拡大していくため、「継続的に、バラン

スよく高成長を達成する企業」となることを目標としております。そのためには、コーポレート・ガバナ

ンスの強化が不可欠であり、企業の透明性を確保しながら、限りある経営資源を効率よく分配できる体制

を確立することが重要であると考えております。 

当社は具体的には、主に以下の取り組みを実施しております。 

  

① 監査役を中心とした監査機能の充実 

当社は経営者をはじめとして、社員が若く顧客に近い世代であるため、顧客ニーズをいち早く汲み取

り、サービスに生かすことができることを 大の強みとしており、経営の意思決定を迅速に行う体制を

整えております。今後、企業としてさらなる成長を遂げていくためには、経営に関するスピーディーな

意思決定を行う体制を維持し、同時に経営陣に対するチェック機能を強化することが大変重要であると

認識しております。 

  

② 業務執行・内部統制体制 

当社は業務の執行におきましては、各部門の役割分担を明確にし、指揮命令系統を統一することで、

事業環境の変化に対して迅速に対応を行える体制を確立しております。また、社外監査役を３名選任す

ることで、経営に対する公平性、透明性の確保を図っております。なお、当社と社外監査役との利害関

係はありません。 

監査役は、取締役会に出席し、意見を述べるとともに、定期的に代表取締役社長と意見交換の場を設

けております。また、平成16年10月より代表取締役社長の直轄機関として内部監査室（４名）を設置

し、監査役と連携を密にすることで、内部牽制機能の向上を図っております。 

  
 

  



＜業務執行状況の概要＞ 

ａ．当社は監査役制度を採用しております。 

ｂ．定例の取締役会は、毎月１回開催し、原則として４名の取締役及び社外監査役３名も出席して、経

営の意思決定・監査機能の強化を図っております。なお、必要に応じて臨時の取締役会を開催して

おります。 

ｃ．定例の監査役会は、毎月１回開催し、取締役の職務執行等を厳格に監査しております。また、必要

に応じて臨時の監査役会を開催しております。 

ｄ．代表取締役社長の直轄に内部監査室を設置し、内部監査を行っております。 

ｅ．会計監査に関しては、会社法監査と証券取引法監査についてあずさ監査法人と監査契約を締結し、

適法かつ適正な事業運営のための助言及び指導を受けております。当連結会計年度において、当社

の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については、次のとお

りであります。 

業務を執行した公認会計士の氏名 

小田哲生（あずさ監査法人）、柏嵜周弘（あずさ監査法人） 

監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 ３名、会計士補 ３名、その他 ２名 

ｆ 当社は、法律問題に関しては、顧問弁護士から適法かつ適切な助言及び指導を受けております。 

  

③ ディスクロージャーへの積極的な取り組み 

当社は、経営の透明性を高めるために積極的なディスクロージャーを行うことが必要と考え、専任の

担当者を設置し、法令等に基づく開示や、会社説明会の開催、機関投資家やアナリストとの個別ミーテ

ィングの実施、ウェブを活用したＩＲ情報の積極的な配信等により、当社の現状のみならず、今後の事

業戦略についても迅速かつ正確なディスクロージャーの充実に努めております。 

  

④ 取締役の定数 

当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めております。 

  

⑤ 役員報酬の内容 

取締役の報酬及び監査役の報酬は、平成12年6月26日開催の第２期定時株主総会で決議された限度額、

取締役５億円以内（年額）、監査役１億円以内（年額）と定めております。当事業年度において取締役

に支払われた報酬の総額は87百万円、監査役に支払われた報酬の総額は10百万円であります。 

  

⑥ 監査報酬の内容 

当社の会計監査人であるあずさ監査法人に対する報酬は次のとおりであります。 

公認会計士法第2条第1項に規定する業務に基づく報酬 24百万円 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  



⑦ 会社と会社の社外取締役及び社外監査役との人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関 

 係の概要 

当社と社外監査役との間には、特記すべき人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はあ

りません。 

  

⑧ 責任限定契約の内容の概要 

当社の社外監査役は、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の損害賠償責任を限定

する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、1百万円または法令の定める

低責任限度額のいずれか高い額としております。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  なお、前事業年度（平成17年4月1日から平成18年3月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成18年4月1日から平成19年3月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

  

(3) 当連結会計年度（平成18年4月1日から平成19年3月31日まで）は、連結財務諸表の作成初年度である

ため、以下に掲げる連結貸借対照表、連結損益計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書については、

前連結会計年度との対比は行っておりません。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、当連結会計年度（平成18年4月1日から平成19年3月31

日まで）並びに前事業年度（平成17年4月1日から平成18年3月31日まで）及び当事業年度（平成18年4月1

日から平成19年3月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表について、あずさ監査法人により監査を受け

ております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  
当連結会計年度

（平成19年 3月31日）

区分
注記 
番号

金額（千円）
構成比 
（％）

（資産の部）

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 ※１ 6,876,281

 ２ 売掛金 120,486

 ３ 営業貸付金 797,262

 ４ たな卸資産 141,950

 ５ 前払費用 544,556

 ６ 繰延税金資産 200,211

 ７ その他 ※１ 221,225

 ８ 貸倒引当金 △15,798

   流動資産合計 8,886,174 23.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 ※１ 13,516,343

    減価償却累計額 △1,519,048 11,997,295

  (2) 機械装置及び運搬具 122,432

       減価償却累計額 △19,435 102,997

   (3) 工具器具備品 ※１ 1,855,334

       減価償却累計額 △726,444 1,128,890

   (4) 土地 ※１ 6,532,862

   (5) 建設仮勘定 684,203

   有形固定資産合計 20,446,248 53.4

 ２ 無形固定資産 320,072 0.9

 ３ 投資その他の資産

   (1) 投資有価証券 481,815

   (2) 長期貸付金 1,441,051

   (3) 長期前払費用 457,747

   (4) 繰延税金資産 67,254

   (5) 差入敷金保証金 6,165,126

   (6) その他 6,181

   投資その他の資産合計 8,619,176 22.5

   固定資産合計 29,385,497 76.8

   資産合計 38,271,671 100.0



 
  

当連結会計年度
（平成19年 3月31日）

区分
注記 
番号

金額（千円）
構成比 
（％）

（負債の部）

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 2,980,437

 ２ 短期借入金 ※１ 2,730,020

 ３ １年以内返済予定長期借入金 ※１ 1,869,521

 ４ 未払法人税等 2,211,368

 ５ その他 2,340,141

   流動負債合計 12,131,489 31.7

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※１ 11,018,133

 ２ その他 98,390

   固定負債合計 11,116,523 29.0

   負債合計 23,248,012 60.7

（純資産の部）

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 2,949,350 7.7

 ２ 資本剰余金 2,895,550 7.6

 ３ 利益剰余金 9,160,479 23.9

   株主資本合計 15,005,379 39.2

Ⅱ 少数株主持分 18,279 0.1

   純資産合計 15,023,659 39.3

   負債純資産合計 38,271,671 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

当連結会計年度
（自 平成18年 4月 1日
 至 平成19年 3月31日）

区分
注記 
番号

金額（千円）
百分比 
（％）

Ⅰ 売上高 46,417,238 100.0

Ⅱ 売上原価 21,388,912 46.1

   売上総利益 25,028,326 53.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 18,403,189 39.6

   営業利益 6,625,137 14.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 29,646

 ２ 受取配当金 3

 ３ 匿名組合収益 119,059

 ４ 受取賃貸料 19,400

 ５ その他 8,299 176,408 0.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 289,630

 ２ 持分法投資損失 117,190

 ３ その他 69,388 476,209 1.0

   経常利益 6,325,335 13.6

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 480,251 480,251 1.0

Ⅶ 特別損失

 １ リース解約費用 30,678

 ２ 提携店舗閉鎖関連費用 8,818

 ３ 固定資産除却損 ※３ 12,077

 ４ 本社移転関連費用 20,848 72,423 0.1

   税金等調整前当期純利益 6,733,164 14.5

   法人税、住民税及び事業税 3,175,959

   法人税等調整額 △81,769 3,094,190 6.7

   少数株主損失 27,727 0.1

   当期純利益 3,666,701 7.9



③ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度（自 平成18年 4月 1日 至 平成19年 3月31日） 

  

 
 (注) 平成18年 6月の定時株主総会における利益処分項目です。 

  

株主資本
少数株主持分 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年 3月31日残高（千円） 2,949,350 2,895,550 6,020,616 11,865,516 ― 11,865,516

連結会計年度中の変動額

  剰余金の配当（注） △361,350 △361,350 △361,350

  当期純利益 3,666,701 3,666,701 3,666,701

  連結子会社の増加 △65,401 △65,401 △65,401

  持分法適用会社の増加 △100,087 △100,087 △100,087

株主資本以外の項目の連結会計年度中

の変動額（純額）
― 18,279 18,279

連結会計年度中の変動額合計（千円） ― ― 3,139,863 3,139,863 18,279 3,158,143

平成19年 3月31日残高（千円） 2,949,350 2,895,550 9,160,479 15,005,379 18,279 15,023,659



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

  

当連結会計年度
（自 平成18年 4月 1日
至 平成19年 3月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前当期純利益 6,733,164

 ２ 減価償却費 1,046,401

 ３ 受取利息及び受取配当金 △29,649

 ４ 支払利息 289,630

 ５ 固定資産売却益 △480,251

 ６ 営業貸付金の増加額 △659,609

 ７ 売上債権の増加額 △175,323

 ８ 仕入債務の増加額 1,058,643

 ９ 前払費用の増加額 △158,711

 10 未払金の減少額 △244,628

 11 その他 34,915

    小計 7,414,580

 12 利息及び配当金の受取額 29,972

 13 利息の支払額 △212,499

 14 法人税等の支払額 △2,266,398

   営業活動によるキャッシュ・フロー 4,965,655

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 匿名組合現金預金の純増減額 △268,526

 ２ 新規連結子会社の取得による支出 ※２ △140,192

 ３ 有形固定資産の取得による支出 △10,552,575

 ４ 有形固定資産の売却による収入 2,797,971

 ５ 貸付による支出 △1,352,450

 ６ 貸付金の回収による収入 263,719

 ７ 敷金保証金の差入による支出 △2,527,198

 ８ 敷金保証金の返還による収入 262,973

 ９ その他 △115,473

   投資活動によるキャッシュ・フロー △11,631,751

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額 2,730,020

 ２ 長期借入による収入 9,370,000

 ３ 長期借入金の返済による支出 △1,638,345

 ４ 配当金の支払額 △357,884

   財務活動によるキャッシュ・フロー 10,103,789

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 3,437,693

Ⅵ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 154,355

Ⅶ 現金及び現金同等物の期首残高 2,837,161

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 6,429,210



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目
当連結会計年度

（自 平成18年 4月 1日
至 平成19年 3月31日）

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数

   １３社

(2) 連結子会社の名称

   株式会社 総合生活

   株式会社 ライフエンジェル

   株式会社 テイクアンドギヴ・アーツ

   株式会社 アニバーサリートラベル

   株式会社 Ｔ＆Ｇ Ｂｅａｕｔｙ

   株式会社 パートナーエージェント

   株式会社 グッドラック・コーポレーション

   匿名組合 ＴＡＫＥ ＳＥＣＯＮＤ 大阪

   匿名組合 ＴＡＫＥ ＳＥＣＯＮＤ 小倉

   匿名組合 ＴＡＫＥ ＳＥＣＯＮＤ 松山

   GOODLUCK INTERNATIONAL CORPORATION

   GOODLUCK INTERNATIONAL BARI

   ARLUIS WEDDING (GUAM) CORPORATION

なお、当連結会計年度より、持分法適用関連会社であ

った株式会社グッドラック・コーポレーションについて

は、持分比率が増加したため、連結子会社となりまし

た。

２ 持分法の適用に関する事項 (1) 持分法を適用した関連会社

   該当ありません。

なお、当連結会計年度より、持分法適用関連会社であ

った株式会社グッドラック・コーポレーションについて

は、持分比率が増加したため、連結子会社となりまし

た。

    

(2) 持分法を適用しない関連会社

   該当ありません。

３ 連結子会社の事業年度等に関する 

事項

連結子会社の決算日は、次のとおりであります。

 3月31日 ６社  6月30日 ４社  12月31日 ３社   

 連結子会社のうち、株式会社グッドラック・コーポレーショ

ン他３社の決算日が6月末日であり、連結財務諸表の作成にあた

っては、12月末日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を、

また、その他の連結子会社は、それぞれの決算日の財務諸表を

使用しております。

 連結決算日と上記の決算日等との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っております。



項目
当連結会計年度

（自 平成18年 4月 1日
至 平成19年 3月31日）

４ 会計処理基準に関する事項

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価 

方法

① 有価証券

 ａ その他有価証券

   時価のないもの

      総平均法による原価法

なお、匿名組合出資金については、組合契約に規定さ

れる決算報告書に応じて入手可能な最近の決算書を基礎

とし持分相当額を純額で取り込む方法によっておりま

す。

② たな卸資産

 ａ 商品 

   主に個別法による原価法

 ｂ 貯蔵品

   最終仕入原価法

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却 

の方法 

 

① 有形固定資産

主に定率法を採用しております。ただし、建物（建物附属

設備を除く）については定額法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

   建物及び構築物   ３～50年

   機械装置及び運搬具 ２～８年

   工具器具備品    ２～15年

② 無形固定資産

定額法によっております。ただし、ソフトウェアに関しま

しては、社内における見込利用可能期間（５年）による定額

法によっております。

 (3) 重要な引当金の計上基準 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。  

 (4) 重要なリース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。



 
  

項目
当連結会計年度

（自 平成18年 4月 1日
至 平成19年 3月31日）

４ 会計処理基準に関する事項

 (5) 重要なヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしており

ますので、特例処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

 （ヘッジ手段）

  金利スワップ

 （ヘッジ対象）

  借入金の利息

③ ヘッジ方針

当社グループは、借入金の金利変動リスクを回避する目的

で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別

契約毎に行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについては特例処理の要件を満たしているた

め記載を省略しております。

 (6) その他連結財務諸表作成のため 

の重要な事項

① 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており

ます。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価 

に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法に

よっております。

６ のれん及び負ののれんの償却に関 

する事項

 のれんは５年間で均等償却しております。

７ 連結キャッシュ・フロー計算書に 

おける資金の範囲

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

 
  

  

（連結損益計算書関係） 

  

 
  

  

当連結会計年度
（平成19年 3月31日）

※１ 担保に供している資産及び担保付債務

  ① 担保資産

現金及び預金 407,034千円

その他の流動資産 44,043

建物及び構築物 3,347,099

工具器具備品 128,513

土地 6,080,888

合計 10,007,578

  ② 担保付債務

短期借入金 1,420,000千円

１年以内返済予定長期借入金 526,192

長期借入金 7,007,292

合計 8,953,484

当連結会計年度
（自 平成18年 4月 1日
至 平成19年 3月31日）

 

 

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

給与手当 4,149,689千円

広告宣伝費 3,308,855

地代家賃 4,394,402

※２ 固定資産売却益の内訳

機械装置及び運搬具 539千円

土地 479,712

合計 480,251

※３ 固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 7,868千円

工具器具備品 4,208

合計 12,077



（連結株主資本等変動計算書関係） 

  
当連結会計年度（自 平成18年 4月 1日 至 平成19年 3月31日） 

  

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 
  

  該当事項はありません。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 722,700 ― ― 722,700

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年 6月28日 
定時株主総会

普通株式 361,350 500 平成18年 3月31日 平成18年 6月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年 6月27日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 361,350 500 平成19年 3月31日 平成19年 6月28日



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

 
  

  

当連結会計年度
（自 平成18年 4月 1日
 至 平成19年 3月31日）

 

 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成19年 3月31日現在）

現金及び預金勘定 6,876,281千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △40,036

現金及び預金のうち匿名組合保有額 △407,034

現金及び現金同等物 6,429,210

※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内容

   株式の取得により新たに株式会社グッドラック・コーポレーションを連結したことに

  伴う連結開始時の資産及び負債の内訳ならびに株式取得価格と取得のための支出（純額）

  との関係は次のとおりであります。

   株式会社グッドラック・コーポレーション          

流動資産 231,727千円

固定資産 943,294

のれん 102,055

流動負債 △1,187,387

持分法による投資評価額 210,310

株式会社グッドラック・コーポレーション
の取得価格

300,000

株式会社グッドラック・コーポレーション
の現金及び現金同等物 

159,807

差引：
株式会社グッドラック・コーポレーション
取得のための支出 

   
140,192



（リース取引関係） 

  

 
  

  

当連結会計年度
（自 平成18年 4月 1日
 至 平成19年 3月31日）

 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び当期末残高相当額

取得価額 
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相当額 
（千円）

期末残高
相当額 
（千円）

建物 11,421,244 1,215,318 10,205,926

工具器具備品 2,066,220 645,218 1,421,002

合計 13,487,465 1,860,536 11,626,928

 

 ② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,095,044千円

１年超 10,747,561

合計 11,842,605

 

 

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 1,754,459千円

減価償却費相当額 1,162,418

支払利息相当額 848,994

 

 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

   減価償却費相当額の算定方法

   ・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

   利息相当額の算定方法

   ・リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期へ 

 の配分方法については、利息法によっております。

 

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料期末残高相当額

１年内 253,470千円

１年超 1,375,438

合計 1,628,908

 



（有価証券関係） 

  

当連結会計年度（平成19年 3月31日） 

 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

  

内容
連結貸借対照表計上額 

（千円）

  その他の有価証券 

    匿名組合出資金 

    非上場株式

                                

        411,795 

         70,020



（デリバティブ取引関係） 

  

１ 取引の状況に関する事項 

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

 
  

  

当連結会計年度
（自 平成18年 4月 1日
 至 平成19年 3月31日）

(1) 取引の内容

  利用しているデリバティブ取引は、金利スワップであります。

(2) 取引に対する取組み方針

デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取

引は行わない方針であります。

(3) 取引の利用目的

デリバティブ取引は、借入金利等の将来の金利市場における利率上昇による変動リスクを

回避する目的で利用しております。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。

①ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用して

おります。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

 金利スワップ

（ヘッジ対象）

 借入金の利息

③ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の

識別は個別契約毎に行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略しております。

(4) 取引に係るリスクの内容

当社が利用している金利スワップは、市場金利の変動によるリスクがあります。なお、取

引の契約先は信用度の高い金融機関に限定しているため、相手先の契約不履行による信用リ

スクはほとんどないと認識しております。

  

(5) 取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた社内ルールに従い、資金担

当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。

当連結会計年度
（自 平成18年 4月 1日
 至 平成19年 3月31日）

  該当事項はありません。

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の

対象から除いております。



（退職給付関係） 

  

 当連結会計年度（自 平成18年 4月 1日 至 平成19年 3月31日） 

該当事項はありません。 

  

  



（ストック・オプション等関係） 

  
当連結会計年度（自 平成18年 4月 1日 至 平成19年 3月31日） 

 １ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

  (1) ストック・オプションの内容 
  

 
  

  (2) ストック・オプションの規模及びその変動状況 

   ① ストック・オプションの数 
  

 
  

   ② 単価情報 
  

 
  

平成13年の旧商法
280条ノ19第1項の規定に基づく新株引受権

会社名 提出会社

決議年月日 平成13年 9月17日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役２名及び当社従業員12名

株式の種類及び付与数 普通株式 22,500株

付与日 平成13年 9月17日

権利確定条件
付与日（平成13年 9月17日）から
権利確定日（平成15年 9月17日） 
まで継続して勤務していること

対象勤務期間 平成13年 9月17日～平成15年 9月17日

権利行使期間 平成15年 9月17日～平成23年 9月16日

平成13年の旧商法
280条ノ19第1項の規定に基づく新株引受権

会社名 提出会社

権利確定前

 期首（株） ―

 付与（株） ―

 失効（株） ―

 権利確定（株） ―

 未確定残（株） ―

権利確定後

 期首（株） 9,000

 権利確定（株） ―

 権利行使（株） ―

 失効（株） ―

 未行使残（株） 9,000

会社名 提出会社

決議年月日 平成13年 9月17日

権利行使価格（円） 5,556

行使時平均株価（円） ―

付与日における公正な評価単価（円） ―



（税効果会計関係） 

  

 
  

  

当連結会計年度
（平成19年 3月31日）

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の原因別の内訳

 （繰延税金資産）

   税務上の繰越欠損金 373,240千円

   未払事業税 166,703

   借地権償却 75,058

   未払事業所税 16,973

   長期前払費用償却 13,582

   前受金 12,207

   その他 6,713

  繰延税金資産小計 664,479

  評価性引当額 △373,240

  繰延税金資産合計 291,239

 （繰延税金負債）

   長期貸付金利息 23,701

   その他 72

  繰延税金負債合計 23,773

  繰延税金資産純額 267,465

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因となった 

項目別の内訳

  法定実効税率 40.7％

  （調整）

   欠損子会社の未認識税務利益 3.2％

   住民税均等割額 2.2％

   その他 △0.1％

  税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.0％



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当連結会計年度（自 平成18年 4月 1日 至 平成19年 3月31日） 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占めるウェディ

ング事業の割合が、いずれも90％を超えるため、事業の種類別のセグメント情報の記載を省略してお

ります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

当連結会計年度（自 平成18年 4月 1日 至 平成19年 3月31日） 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

当連結会計年度（自 平成18年 4月 1日 至 平成19年 3月31日） 

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

【関連当事者との取引】 

当連結会計年度（自 平成18年 4月 1日 至 平成19年 3月31日） 

    該当事項はありません。  

  

  

（企業結合等関係） 

  

 当連結会計年度（自 平成18年 4月 1日 至 平成19年 3月31日） 

    該当事項はありません。 

  

  



（１株当たり情報） 

  

 
  

（注） 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 
  

 
  

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 
  

 
  

  

（重要な後発事象） 

  

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度
（自 平成18年 4月 1日
 至 平成19年 3月31日）

１株当たり純資産額 20,762円94銭

１株当たり当期純利益 5,073円62銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 5,014円10銭

項目
当連結会計年度

（平成19年 3月31日）

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 15,023,659

普通株式に係る純資産額（千円） 15,005,379

差額の主要な内訳（千円）
 少数株主持分 18,279

普通株式の発行済株式数（株） 722,700

普通株式の自己株式数（株） ―

１株当たりの純資産額の算定に用いられた普通株式の数（株） 722,700

項目
当連結会計年度

（自 平成18年 4月 1日
至 平成19年 3月31日）

連結損益計算書上の当期純利益（千円） 3,666,701

普通株式に係る当期純利益（千円） 3,666,701

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳（千円） ―

普通株主に帰属しない金額（千円） ―

普通株式の期中平均株式数（株） 722,700

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた当期
純利益調整額の主要な内訳（千円）

―

当期純利益調整額（千円） ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた普通
株式増加数の主要な内訳（株）
 新株予約権 8,578

普通株式増加数（株） 8,578

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純
利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

 ―



⑤ 【連結附属明細表】 

  

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の 

総額は以下のとおりであります。 

  

 
  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分
当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 2,730,020 1.56 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,869,521 2.44 ―

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 11,018,133 2.79
平成21月 3月31日 
～平成24年 9月30日

合計 15,617,674 ― ―

１年超２年以内 
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内 
（千円）

1,480,833 1,469,992 1,469,992 2,600,616



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
        

 
  

前事業年度
（平成18年 3月31日）

当事業年度 
（平成19年 3月31日）

区分
注記 
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,877,181 5,638,479

 ２ 売掛金 40,210 67,160

 ３ 商品 53,733 52,047

 ４ 貯蔵品 38,285 19,681

 ５ 前払費用 366,691 500,091

 ６ 繰延税金資産 128,064 200,211

 ７ 短期貸付金 ※４ ― 2,370,000

 ８ その他 114,769 32,038

 ９ 貸倒引当金 △7,344 △12,062

   流動資産合計 3,611,591 18.8 8,867,646 27.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ※１ 7,156,604 8,634,046

    減価償却累計額 638,120 6,518,483 917,770 7,716,276

  (2) 構築物 1,676,981 2,222,551

    減価償却累計額 329,301 1,347,680 517,245 1,705,306

  (3) 車両運搬具 11,685 5,971

    減価償却累計額 9,700 1,985 4,979 992

  (4) 工具器具備品 972,271 1,668,908

    減価償却累計額 433,598 538,672 703,591 965,316

  (5) 土地 ※１ 107,507 2,772,852

  (6) 建設仮勘定 16,072 166,552

   有形固定資産合計 8,530,401 44.4 13,327,296 41.2

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウェア 84,988 76,258

  (2) その他 17,955 25,197

   無形固定資産合計 102,944 0.5 101,456 0.3

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 782,878 1,356,644

  (2) 関係会社株式 91,100 781,100

  (3) 出資金 5,610 5,610

  (4) 長期貸付金 1,697,321 1,434,381

  (5) 従業員長期貸付金 ― 6,670

  (6) 長期前払費用 411,396 399,320

  (7) 繰延税金資産 57,222 67,254

  (8) 差入敷金保証金 3,922,132 5,993,302

   投資その他の資産合計 6,967,661 36.3 10,044,283 31.1

   固定資産合計 15,601,007 81.2 23,473,036 72.6

   資産合計 19,212,598 100.0 32,340,682 100.0



 
  

前事業年度
（平成18年 3月31日）

当事業年度 
（平成19年 3月31日）

区分
注記 
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 1,852,659 2,903,200

 ２ 短期借入金 ※１ ― 1,920,020

 ３ １年以内返済予定長期借 
   入金

※１ 1,346,666 1,572,325

 ４ 未払金 1,133,628 785,298

 ５ 未払費用 5,326 40,223

 ６ 未払法人税等 1,277,507 2,209,959

 ７ 未払消費税等 308,335 208,770

 ８ 前受金 1,012,203 827,005

 ９ 預り金 73,470 106,535

 10 その他 449 953

   流動負債合計 7,010,248 36.5 10,574,291 32.7

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※１ 333,333 6,086,592

 ２ その他 3,500 3,500

   固定負債合計 336,833 1.7 6,090,092 18.8

   負債合計 7,347,081 38.2 16,664,383 51.5

（資本の部）

Ⅰ 資本金 ※３ 2,949,350 15.4 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 2,895,550 ―

   資本剰余金合計 2,895,550 15.1 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 任意積立金

  (1) 特別償却準備金 314 314 ― ―

 ２ 当期未処分利益 6,020,301 ―

   利益剰余金合計 6,020,616 31.3 ― ―

   資本合計 11,865,516 61.8 ― ―

   負債資本合計 19,212,598 100.0 ― ―



 
  

前事業年度
（平成18年 3月31日）

当事業年度 
（平成19年 3月31日）

区分
注記 
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（純資産の部）

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 2,949,350 9.1

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 2,895,550

   資本剰余金合計 ― ― 2,895,550 9.0

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益剰余金

    特別償却準備金 ― 104

    繰越利益剰余金 ― 9,831,293

   利益剰余金合計 ― ― 9,831,398 30.4

   株主資本合計 ― ― 15,676,299 48.5

   純資産合計 ― ― 15,676,299 48.5

   負債純資産合計 ― ― 32,340,682 100.0



② 【損益計算書】 

                

 
  

前事業年度
（自 平成17年 4月 1日 

  至 平成18年 3月31日）

当事業年度 
（自 平成18年 4月 1日 

  至 平成19年 3月31日）

区分
注記 
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 33,962,742 100.0 45,833,152 100.0

Ⅱ 売上原価 15,345,004 45.2 21,259,901 46.4

   売上総利益 18,617,738 54.8 24,573,250 53.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 広告宣伝費 2,511,281 3,157,948

 ２ 役員報酬 98,100 98,550

 ３ 給与手当 2,862,868 3,874,581

 ４ 福利厚生費 455,861 509,945

 ５ 地代家賃 3,090,100 4,785,831

 ６ 消耗品費 230,622 273,546

 ７ 減価償却費 724,770 912,193

 ８ 支払手数料 878,587 1,142,814

 ９ その他 2,783,894 13,636,086 40.1 3,166,713 17,922,123 39.1

   営業利益 4,981,651 14.7 6,651,126 14.5

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 21,482 34,875

 ２ 受取配当金 3 3

 ３ 匿名組合収益 ※１ 152,731 306,766

 ４ 受取賃貸料 22,019 19,400

 ５ その他 7,936 204,172 0.6 14,431 375,476 0.9

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 30,666 114,029

 ２ 社債利息 465 ―

 ３ 支払手数料 ― 47,500

 ４ その他 1,329 32,461 0.1 7,949 169,479 0.4

   経常利益 5,153,363 15.2 6,857,124 15.0

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ ― ― 480,251 480,251 1.0

Ⅶ 特別損失

 １ リース解約費用 77,076 30,678

 ２ 提携店舗閉鎖関連費用 17,126 8,818

 ３ 固定資産除却損 ※３ ― 12,077

 ４ 本社移転関連費用 ― 94,203 0.3 20,848 72,423 0.2

   税引前当期純利益 5,059,160 14.9 7,264,953 15.8

   法人税、住民税及び 
   事業税

2,060,000 3,175,000

   法人税等調整額 93,270 2,153,270 6.3 △82,179 3,092,821 6.7

   当期純利益 2,905,890 8.6 4,172,132 9.1

   前期繰越利益 3,114,411 ―

   当期未処分利益 6,020,301 ―



売上原価明細書 

  

 
  

前事業年度
（自 平成17年 4月１日
  至 平成18年 3月31日）

当事業年度
（自 平成18年 4月１日
至 平成19年 3月31日）

区分
注記 
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ｉ 商品原価

  １ 料飲材料費 8,297,112 8,297,112 54.1 11,554,048 11,554,048 54.3

Ⅱ 経費

  １ 業務委託費 7,047,891 7,047,891 45.9 9,705,853 9,705,853 45.7

売上原価合計 15,345,004 100.0 21,259,901 100.0



③ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自 平成18年 4月 1日 至 平成19年 3月31日） 
  

 
 （注） 平成18年 6月の定時株主総会における利益処分項目です。 

  

株主資本

純資産 

合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 

合計資本準備金
資本剰余金 

合計

その他利益剰余金
利益剰余金 

合計特別償却 

準備金

繰越利益 

剰余金

 平成18年 3月31日残高 

 （千円）
2,949,350 2,895,550 2,895,550 314 6,020,301 6,020,616 11,865,516 11,865,516

 事業年度中の変動額

  特別償却準備金取崩額 

  （注）
△104 104 ― ― ―

  特別償却準備金取崩額 △104 104 ― ― ―

  剰余金の配当（注） △361,350 △361,350 △361,350 △361,350

  当期純利益 4,172,132 4,172,132 4,172,132 4,172,132

 事業年度中の変動額合計 

 （千円）
― ― ― △209 3,810,992 3,810,782 3,810,782 3,810,782

 平成19年 3月31日残高 

 （千円）
2,949,350 2,895,550 2,895,550 104 9,831,293 9,831,398 15,676,299 15,676,299



④ 【キャッシュ・フロー計算書】 
  

当社は、当事業年度から連結財務諸表を作成しているため、「連結キャッシュ・フロー計算書」に

ついては、連結財務諸表に記載しております。 

 

前事業年度
（自 平成17年 4月 1日 

  至 平成18年 3月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

 １ 税引前当期純利益 5,059,160

 ２ 減価償却費 724,770

 ３ 受取利息及び受取配当金 △21,485

 ４ 支払利息 31,131

 ５ 売上債権の増加額 △92,402

 ６ 仕入債務の増加額 543,878

 ７ 前払費用の増加額 △141,191

 ８ 未払金の増加額 384,719

 ９ その他 △39,594

    小計 6,448,986

 10 利息及び配当金の受取額 19,112

 11 利息の支払額 △36,066

 12 法人税等の支払額 △2,154,190

   営業活動によるキャッシュ・フロー 4,277,841

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による支出 △4,505

 ２ 定期預金の満期による収入 50,010

 ３ 貸付による支出 △70,000

 ４ 貸付金の回収による収入 164,946

 ５ 有形固定資産の取得による支出 △1,324,545

 ６ 投資有価証券の取得による支出 △437,000

 ７ 関係会社株式の取得による支出 △91,100

 ８ ソフトウェアの取得による支出 △4,120

 ９ 敷金保証金の差入による支出 △1,770,773

 10 敷金保証金の返還による収入 145,168

 11 長期前払費用の増加による支出 △100,987

 12 その他 15,583

   投資活動によるキャッシュ・フロー △3,427,322

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

 １ 長期借入金の返済による支出 △1,595,066

 ２ 社債の償還による支出 △200,000

   財務活動によるキャッシュ・フロー △1,795,066

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △944,547

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 3,781,709

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 2,837,161



⑤ 【利益処分計算書】 

        

 
  

  

前事業年度
（平成18年 6月28日）

区分
注記 
番号

金額（千円）

Ⅰ 当期未処分利益 6,020,301

Ⅱ 任意積立金取崩額

 １ 特別償却準備金取崩額 104 104

合計 6,020,406

Ⅲ 利益処分額

 １ 配当金 361,350 361,350

Ⅳ 次期繰越利益 5,659,056



重要な会計方針 

  

 
  

項目
前事業年度

（自 平成17年 4月 1日
 至 平成18年 3月31日）

当事業年度
（自 平成18年 4月 1日
至 平成19年 3月31日）

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

 移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

 時価のないもの

  総平均法による原価法

  なお、匿名組合出資金について

は、組合契約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な最近の決算書

を基礎とし、持分相当額を純額で取

り込む方法によっております。

(1) 子会社株式及び関連会社株式

        同 左  

(2) その他有価証券

 時価のないもの

       同 左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1) 商品 

  婚礼付帯商品 

   個別法による原価法 

  料飲商品 

   移動平均法による原価法

(2) 貯蔵品

   最終仕入原価法

(1) 商品

  婚礼付帯商品

        同 左  

  料飲商品  

       同 左   

(2) 貯蔵品

       同 左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しております。ただ

し、建物（建物附属設備を除く）に

ついては定額法を採用しておりま

す。

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

  建物         ３～41年

  構築物        10～45年

  車両運搬具及び工具器具備品

              ２～15年

  また、取得価額10万円以上20万円

未満の少額減価償却資産について

は、３年間均等償却によっておりま

す。

(1) 有形固定資産

       同 左

  

(2) 無形固定資産

  定額法によっております。ただ

し、ソフトウェアに関しましては、

社内における見込利用可能期間（５

年）による定額法によっておりま

す。

(2) 無形固定資産

同 左

(3) 長期前払費用

  均等償却によっております。

  なお、主な償却期間は２年から20

年であります。

(3) 長期前払費用

       同 左

  



 
  

項目
前事業年度

（自 平成17年 4月 1日
    至 平成18年 3月31日）

当事業年度
（自 平成18年 4月 1日
 至 平成19年 3月31日）

４ 引当金の計上基準 貸倒引当金

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、回収不能見込額を計上しておりま

す。

ａ 一般債権

  貸倒実績率法によっております。

ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債権

  財務内容評価法によっておりま

す。

貸倒引当金

同 左

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同 左

６ ヘッジ会計の方法 ――――――――――――― ① ヘッジ会計の方法

  金利スワップについては、特例

処理の要件を満たしておりますの

で、特例処理を採用しておりま

す。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

 （ヘッジ手段）

  金利スワップ

 （ヘッジ対象）

  借入金の利息

③ ヘッジ方針

  当社は、借入金の金利変動リス

クを回避する目的で金利スワップ

取引を行っており、ヘッジ対象の

識別は個別契約毎に行っておりま

す。

④ヘッジ有効性評価の方法

  金利スワップについては特例処

理の要件を満たしているため記載

を省略しております。

７ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

 キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。

―――――――――――――

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同 左



会計処理の変更 

  

 
  

  

表示方法の変更 

  

 
  

  

前事業年度 
（自 平成17年 4月 1日 

  至 平成18年 3月31日）

当事業年度
（自 平成18年 4月 1日 

  至 平成19年 3月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年8月9日)）及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第6号）を適用しております。

 これにより損益に与える影響はありません。

   ―――――――――――――――――――  

   ――――――――――――――――――  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月9日

企業会計基準5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会

平成17年12月9日 企業会計基準適用指針第8号）を適用

しております。

 これによる損益に与える影響はありません。

 従 来 の「資 本 の 部」の 合 計 に 相 当 す る 金 額 は

15,676,299千円であります。

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成し

ております。

前事業年度 
（自 平成17年 4月 1日 

  至 平成18年 3月31日）

当事業年度
（自 平成18年 4月 1日 

  至 平成19年 3月31日）

   ―――――――――――――――――― （貸借対照表）

前事業年度において流動資産の「その他」に含めて

表示しておりました短期貸付金（前期末残高10,000千

円）は資産の合計額の100分の１を超えたため、区分掲

記することに変更しております。

（損益計算書）

前事業年度までは独立科目で掲記していた保険手数

料（当事業年度259千円）、書籍販売収入（当事業年度

313千円）は、営業外収益の総額の100分の10以下であ

るため、営業外収益の「その他」に含めて表示するこ

とに変更しております。

   ――――――――――――――――――



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

 
  

（損益計算書関係） 

  

 
  

前事業年度 
（平成18年 3月31日）

当事業年度
（平成19年 3月31日）

 

 

※１ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 244,586千円

   担保付債務は次のとおりであります。

１年以内返済予定長期借入金 81,250千円

 
 

 

※１ 担保資産及び担保付債務

   担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 1,118,532千円

土地 2,665,345

合計 3,783,877

   担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金 1,420,000千円

１年以内返済予定長期借入金 238,992

長期借入金 2,086,592

合計 3,745,584

 

 ２ 偶発債務

   関係会社株式会社グッドラック・コーポレーショ 

 ンの不動産賃貸借契約に係る保証債務     

                  502,846千円 

 ２ 偶発債務

   関係会社株式会社ライフエンジェルの銀行借入 

 金に対する保証債務     

                  810,000千円 

   関係会社株式会社グッドラック・コーポレーショ 

 ンの不動産賃貸借契約に係る保証債務     

                  446,452千円 

 

※３ 授権株式数及び発行済株式総数

 授権株式数    普通株式 2,491,200株

 発行済株式総数  普通株式 722,700株

 

※３   ―――――――――――――――――

※４   ―――――――――――――――――

 

※４ 関係会社に対する資産及び負債

   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている 

   ものは次のとおりであります。

短期貸付金 2,370,000千円

前事業年度
（自 平成17年 4月 1日
 至 平成18年 3月31日）

当事業年度
（自 平成18年 4月 1日
至 平成19年 3月31日）

※１  ――――――――――――――――――    

 

※１ 関係会社との取引に係るものが、次のとおり含まれ

ております。

匿名組合収益 187,707千円

※２  ――――――――――――――――――    

 

※２ 固定資産売却益の内訳は、次のとおりであります。

車両運搬具 539千円

土地 479,712

合計 480,251

※３  ――――――――――――――――――    

 

※３ 固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物 7,868千円

工具器具備品 4,208

合計 12,077



（株主資本等変動計算書関係） 

  
当事業年度（自 平成18年 4月 1日 至 平成19年 3月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

    該当事項はありません。   

  

  

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

 
(注) 当事業年度から連結財務諸表を作成しているため「キャッシュ・フロー計算書関係」は連結財務諸表におけ

る注記事項として記載しております。 

  

  

前事業年度
（自 平成17年 4月 1日
 至 平成18年 3月31日）

 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成18年 3月31日）

現金及び預金勘定 2,877,181千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △40,019

現金及び現金同等物 2,837,161



（リース取引関係） 

  

 
  

  

前事業年度
（自 平成17年 4月 1日
 至 平成18年 3月31日）

当事業年度
（自 平成18年 4月 1日
至 平成19年 3月31日）

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び当期末残高相当額

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び当期末残高相当額

 

取得価額 
相当額 
（千円）

減価償却 
累計額相当額 
（千円）

期末残高
相当額 
（千円）

建物 6,112,016 369,859 5,742,157

工具器具 
備品

1,759,647 434,179 1,325,467

合計 7,871,664 804,039 7,067,625

 

取得価額
相当額 
（千円）

減価償却 
累計額相当額 
（千円）

期末残高 
相当額 
（千円）

建物 11,421,244 1,215,318 10,205,926

工具器具
備品

1,998,090 643,568 1,354,522

合計 13,419,335 1,858,887 11,560,448

 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 684,174千円

１年超 6,466,698

合計 7,150,873

 
 

② 未経過リース料期末残高相当額

１年内 1,081,997千円

１年超 10,694,031

合計 11,776,029

 

 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 823,817千円

減価償却費相当額 541,157

支払利息相当額 321,074

 
 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 1,752,703千円

減価償却費相当額 1,160,768

支払利息相当額 848,793

 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

  ・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

  減価償却費相当額の算定方法

同左

  利息相当額の算定方法

  ・リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。

  利息相当額の算定方法

同左

 

２ オペレーティング・リース取引

 未経過リース料期末残高相当額

１年内 197,076千円

１年超 1,182,456

合計 1,379,532

 
 

２ オペレーティング・リース取引

 未経過リース料期末残高相当額

１年内 197,076千円

１年超 985,380

合計 1,182,456



（有価証券関係） 

  当社は当事業年度から連結財務諸表を作成しているため、「有価証券関係」（子会社株式及び関連会

社株式で時価のあるものを除く）に関する注記につきましては、連結財務諸表における注記事項として

記載しております。 

  

  前事業年度（平成18年 3月31日） 

１ 時価評価されていない有価証券 
  

 
  

  当事業年度（平成19年 3月31日） 

   子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

  

（デリバティブ取引関係） 

  

前事業年度（自 平成17年 4月 1日 至 平成18年 3月31日） 

当社はデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成18年 4月 1日 至 平成19年 3月31日） 

当社は、当事業年度から連結財務諸表を作成しているため、「デリバティブ取引関係」に関する注

記につきましては、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

  

  

（退職給付関係） 

  

前事業年度（自 平成17年 4月 1日 至 平成18年 3月31日） 

該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成18年 4月 1日 至 平成19年 3月31日） 

当社は、当事業年度から連結財務諸表を作成しているため、「退職給付関係」に関する注記につき

ましては、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

  

  

 

区分
貸借対照表計上額

（千円）

 (1) 子会社株式及び関連会社株式

  ① 子会社株式 86,100

  ② 関連会社株式 5,000

 (2) その他有価証券

  ① 匿名組合出資金 758,878

  ② 非上場株式 24,000



（税効果会計関係） 

  

 
  

  

（持分法損益等） 

  

前事業年度（自 平成17年 4月 1日 至 平成18年 3月31日） 

利益基準及び剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため記載を省略しております。 

  

当事業年度（自 平成18年 4月 1日 至 平成19年 3月31日） 

当社は、当事業年度から連結財務諸表を作成しているため、「持分法損益等」に関する注記につい

ては記載しておりません。 

  

  

前事業年度 
（平成18年 3月31日）

当事業年度
（平成19年 3月31日）

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の原因別の内 

訳

 （繰延税金資産）

   前受金 6,103千円

   未払事業税 98,229

   借地権償却 62,875

   長期前払費用償却 11,907

   未払事業所税 11,463

その他 13,286

  繰延税金資産合計 203,865

 （繰延税金負債）

   長期貸付金利息 18,434

   その他 144

  繰延税金負債合計 18,578

  繰延税金資産の純額 185,286

  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の原因別の内 

訳

（繰延税金資産）

  前受金 12,207千円

  未払事業税 166,703

  借地権償却 75,058

  長期前払費用償却 13,582

  未払事業所税 16,973

その他 6,713

 繰延税金資産合計 291,239

（繰延税金負債）

  長期貸付金利息 23,701

  その他 72

 繰延税金負債合計 23,773

 繰延税金資産の純額 267,466

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

率との間の差異の原因となった項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負 

担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下で

あるため、注記を省略しております。

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

率との間の差異の原因となった項目別の内訳

       同 左              



【関連当事者との取引】 

  

前事業年度（自 平成17年 4月 1日 至 平成18年 3月31日） 

 役員及び個人主要株主等 

 
  

当事業年度（自 平成18年 4月 1日 至 平成19年 3月31日） 

当社は、当事業年度から連結財務諸表を作成しているため、「関連当事者との取引」に関する注記

につきましては、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

  

  

（企業結合等関係） 

  

当事業年度（自 平成18年 4月 1日 至 平成19年 3月31日） 

  該当事項はありません。 

  

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
（千円）

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額 
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 野尻佳孝  ―   ― 
当社代表取
締役

被所有直接
21.08％

― ― 株式の譲受 10,000
関係会社
株式

10,000



（１株当たり情報） 

  

 
  
（注） 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 
  

 
  

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 
  

 
  

  

前事業年度
（自 平成17年 4月 1日
 至 平成18年 3月31日）

当事業年度
（自 平成18年 4月 1日
至 平成19年 3月31日）

１株当たり純資産額 16,418.32円 １株当たり純資産額 21,691.30円

１株当たり当期純利益 4,020.88円 １株当たり当期純利益 5,772.98円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 3,973.26円 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 5,705.26円

項目
当事業年度

（平成19年 3月31日）

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 15,676,299

普通株式に係る純資産額（千円） 15,676,299

差額の主要な内訳（千円） ―

普通株式の発行済株式数（株） 722,700

普通株式の自己株式数（株） ―

１株当たりの純資産額の算定に用いられた普通株式の数（株） 722,700

項目
前事業年度

（自 平成17年 4月 1日
至 平成18年 3月31日）

当事業年度
（自 平成18年 4月 1日
至 平成19年 3月31日）

１株当たり当期純利益

１ 普通株式に係る当期純利益

(1) 損益計算書上の当期純利益（千円） 2,905,890 4,172,132

(2) 普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

差引：普通株式に係る当期純利益（千円） 2,905,890 4,172,132

２ 普通株式の期中平均株式数（株） 722,700 722,700

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

１ 当期純利益調整額（千円） ― ―

２ 普通株式増加数の主要な内訳（株） 
   新株予約権

8,661 8,578

     普通株式増加数（株） 8,661 8,578

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜
在株式の概要

― ―



（重要な後発事象） 

  

前事業年度（自 平成17年 4月 1日 至 平成18年 3月31日） 

該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成18年 4月 1日 至 平成19年 3月31日） 

該当事項はありません。 

  



⑥ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 
  

 
  

【その他】 
  

 
  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（千円）

投資有価証券 その他有価証券

株式会社 フォーシスアンドカンパニー 60 24,000

株式会社 東京プロパティマネジメント 200 10,000

株式会社 グリーンリビング 30 9,000

計 290 43,000

種類及び銘柄 投資口数等
貸借対照表計上額

（千円）

投資有価証券 その他有価証券

（投資事業有限責任組合及びそれに類
する組合への出資）

有限会社 ＴＧＮ ― 411,795

計 ― 411,795



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １ 当期増加額のうち、主なものは次のとおりであります。 

      建    物 … 当期開業店舗建設工事（3店舗分） 1,304,640千円              

              店舗内外装補修工事（25店舗分）    128,190千円 

      構  築  物 … 当期開業店舗建設工事（3店舗分）          246,275千円 

              店舗植栽・路面補修工事及びプール工事（39店舗分） 299,295千円 

      工具器具備品 … 当期開業店舗備品等（16店舗分）   385,069千円 

              店舗接客用家具補修工事（41店舗分） 405,452千円 

      土    地 … 当期開業店舗（2店舗分） 1,184,983千円 

              来期開業店舗（1店舗分） 1,480,361千円 

     当期減少の主なもの 

      土   地 … 売却  2,317,287千円 

      建設仮勘定 … 有形固定資産振替  5,783,231千円 

２ 無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減少額」の

記載を省略しております。 

  

  

【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の当期減少額の「その他」欄の金額は、貸倒懸念債権の洗替額及び一般債権の貸倒実績率による洗

替額であります。 

資産の種類
前期末残高 
（千円）

当期増加額 
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価
償却累計額

又は 
償却累計額
（千円）

当期償却額 
（千円）

差引当期末
残高 

（千円）

有形固定資産

 建物 7,156,604 1,491,477 14,035 8,634,046 917,770 285,816 7,716,276

 構築物 1,676,981 545,570 ― 2,222,551 517,245 187,943 1,705,306

 車両運搬具 11,685 ― 5,714 5,971 4,979 561 992

 工具器具備品 972,271 800,400 103,764 1,668,908 703,591 369,547 965,316

 土地 107,507 4,982,632 2,317,287 2,772,852 ― ― 2,772,852

 建設仮勘定 16,072 5,933,711 5,783,231 166,552 ― ― 166,552

有形固定資産計 9,941,123 13,753,792 8,224,032 15,470,883 2,143,586 843,869 13,327,296

無形固定資産

 ソフトウェア ― ― ― 126,394 50,136 25,299 76,258

 その他 ― ― ― 29,669 4,471 1,558 25,197

無形固定資産計 ― ― ― 156,064 54,607 26,857 101,456

長期前払費用 512,815 48,490 25,489 535,816 136,496 35,077 399,320

区分
前期末残高 
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用） 
（千円）

当期減少額
（その他） 
（千円）

当期末残高 
（千円）

貸倒引当金 7,344 12,062 ― 7,344 12,062

 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

ａ 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

 
  

  

ロ 売掛金 

相手先別内訳 

  

 

売掛金滞留状況 

  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。  

  

区分 金額（円）

現金 19,421

預金の種類

普通預金 5,565,540

定期預金 50,052

別段預金 3,465

小計 5,619,058

合計 5,638,479

相手先 金額（千円）

個人 Ａ 4,747

個人 Ｂ 4,528

個人 Ｃ 3,845

有限会社 アールエフプロデュース 3,777

株式会社 サマンサタバサジャパンリミテッド 3,169

その他382件 47,090

合計 67,160

 

期首残高 
（千円） 

 
(Ａ)

当期発生高 
（千円） 

 
(Ｂ)

当期回収高
（千円） 

 
(Ｃ)

当期末残高
（千円） 

 
(Ｄ)

 

回収率（％）

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間（日）
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

40,210 7,420,089 7,393,139 67,160 99.1 2.6

 



ハ 商品 
  

 

  

  

ニ 貯蔵品 

  

 
  

  

ホ 短期貸付金 

  

 
  

区分 金額（千円）

引出物 7,566

紙袋 9,854

食材類 12,976

ドリンク類 18,046

写真・アルバム・ビデオ等 3,603

合計 52,047

区分 金額（千円）

接客用パンフレット類 19,681

合計 19,681

相手先 金額（千円）

株式会社 グッドラック・コーポレーション 1,429,000

株式会社 Ｔ＆Ｇ Ｂｅａｕｔｙ 681,000

株式会社 テイクアンドギヴ・アーツ 110,000

株式会社 総合生活 100,000

株式会社 アニバーサリートラベル 50,000

合計 2,370,000



ヘ 差入敷金保証金 
  

 
(注) １ アーヴェリール迎賓館（岡山）他 

２ ガーデンヒルズ迎賓館（大宮）他 

３ ヒルサイドクラブ迎賓館（八王子）他 

４ ベイサイド迎賓館（鹿児島） 

５ ＳＨＯＴＯ ＧＡＬＬＥＲＹ 

６ 興和不動産 株式会社 他 

  

  

相手先 金額（千円）

東京リース 株式会社 (注)１ 1,356,254

芙蓉総合リース 株式会社 (注)２ 884,670

ダイヤモンドリース 株式会社 (注)３ 441,900

オリックス・アルファ 株式会社 (注)４ 397,548

株式会社 東急百貨店 (注)５ 240,000

その他 (注)６ 2,672,930

合計 5,993,302



ｂ 負債の部 

イ 買掛金 

  

 
(注) １ 婚礼写真 

２ 配膳業務委託費 

３ 婚礼衣裳 

４ 婚礼衣裳 

５ 婚礼ヘアメイク 

６ 株式会社 山田屋 他 

  

  

ロ 短期借入金 

  

 
  

  

相手先 金額（千円）

ケーアールケープロデュース 株式会社 (注)１ 341,205

株式会社 渋谷ローヤルサービス (注)２ 266,635

茂木商事 株式会社 (注)３ 176,918

株式会社 フォーシスアンドカンパニー (注)４ 140,649

株式会社 長沼 (注)５ 135,880

その他676件 (注)６ 1,841,909

合計 2,903,200

相手先 金額（千円）

株式会社 りそな銀行 1,420,000

株式会社 三菱東京ＵＦＪ銀行 500,020

計 1,920,020



ハ 未払法人税等 

  

 
  

  

ニ 長期借入金 

  

 
  

区分 金額（千円）

未払法人税 1,423,060

未払住民税 377,207

未払事業税 409,692

合計 2,209,959

相手先 金額（千円）

株式会社 りそな銀行 2,642,592

住友信託銀行 株式会社 480,000

株式会社 七十七銀行 260,000

株式会社 清水銀行 260,000

株式会社 十六銀行 260,000

株式会社 千葉銀行 260,000

その他14行 1,924,000

合計 6,086,592



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券、10株券、100株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

株券喪失登録

  株券喪失登録申請料 １件につき 10,000円

  株券登録料 １枚につき  500円

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

  取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社 全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ
て電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 
なお、電子公告は当会社のホームページに記載しており、そのアドレスは次のとおり
です。 
 http://www.tgn.co.jp/ir/

株主に対する特典 該当事項はありません



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第８期（自 平成17年 4月 １日 至 平成18年 3月31日）平成18年6月29日関東財務局長

に提出。 

(2) 半期報告書 

事業年度 第９期中（自 平成18年 4月 １日 至 平成18年 9月30日）平成18年12月26日関東財務

局長に提出。 

  

(3) 臨時報告書 

証券取引法第24条の5第4項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第3号（特定子会社の

異動）の規定に基づく臨時報告書を平成18年12月20日関東財務局長に提出。 

  

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年 6月28日

株式会社テイクアンドギヴ・ニーズ 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社テイクアンドギヴ・ニーズの平成18年4月1日から平成19年3月31日までの連結会計年度の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社テイクアンドギヴ・ニーズ及び連結子会社の平成19年3月31日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

 

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  田  哲  生  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  柏  嵜  周  弘  ㊞

 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年 6月29日

株式会社テイクアンドギヴ・ニーズ 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社テイクアンドギヴ・ニーズの平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第８期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細

表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社テイクアンドギヴ・ニーズの平成18年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事

業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認

める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  田  哲  生  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  柏  嵜  周  弘  ㊞

 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年 6月28日

株式会社テイクアンドギヴ・ニーズ 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社テイクアンドギヴ・ニーズの平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第9期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社テイクアンドギヴ・ニーズの平成19年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業

年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  田  哲  生  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  柏  嵜  周  弘  ㊞

 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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